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Synopsis 
 

Liquefied ground loses its stiffness and strength, and it flows laterally in sloping areas and backfill 

areas behind collapsed quay walls. The characteristics of soil have to be changed in order to prevent 

the lateral flow of liquefied soil. However, their construction cost is high and impracticable when 

the target area spreads widely. The improvement method should be more feasible. The authors are 

investigating the most effective arrangement of DM piles to optimize cost-effectiveness. It is 

proposed to irregularly displace the DM piles to prevent lateral flow in various directions. 

In the present study, centrifuge model tests and analyses were conducted to clarify the improved 

effect of the DM piles against the lateral flow and its arrangement in detail. In addition, the field 

tests were conducted to investigate integrity between DM piles and shallow mixing layer. The 

results of the model tests and numerical analyses showed that the improvement by the DM piles 

dramatically reduced the lateral displacement and that the average total flow velocity was small in 

the irregular arrangement case. The lateral load acting on the DM pile from liquefied ground, which 

is required for design strength of the DM pile, was investigated in the field tests. It verified the 

structural integrity of DM piles and shallow mixing layer. 
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要  旨 

 

過去の大規模地震の際に，液状化した地盤が側方に大きく流動する側方流動現象が発生し被害をも

たらしている．液状化に伴う側方流動を防止する根本的な方法は，液状化の発生を抑制することであ

る．しかし，対象範囲が広域に及ぶ場合には大きな費用が必要となるため，側方流動を抑制する合理

的な対策が必要であると考える．そこで，筆者らは低改良率の杭式改良を用いて，未改良部の液状化

は許容しつつも側方流動を抑制する対策に関する検討を行っている．また，杭式深層混合処理工法に

適用可能な改良杭配置である流動閉塞杭を提案し，対策効果の最大化を目指して様々な検討を進めて

いる．側方流動は慣性力と重力の作用によって生じるため，その流動方向は傾斜地などでは斜面下方

に向かうことになる．一方，沿岸部における埋立地などでは側方流動の方向は必ずしも護岸法線方向

とはならず，様々な方向に流動する場合がある．従来の配置方法である整列配置や千鳥配置では，い

くつかの方向に未改良領域が連続しているため液状化した地盤がすり抜け流動できる．これに対して，

流動閉塞杭ではどの方向から見ても改良杭が存在して地盤中で流動を阻害するため，様々な方向に流

動する側方流動に対して対策効果が高まるものと考えられる．なお，杭式改良による工法の原理は，

流動化する液状化地盤を完全にせき止めるのではなく，改良杭によって地盤の流動を阻害し，流動量

を減らすことにある． 

本資料では，先ず遠心模型実験により改良杭の配置形状の違いが側方流動抑制効果に与える影響と

改良杭に作用する流動力について検討した．次に，液状化地盤を粘性流体でモデル化した有限要素法

による流体解析を実施し，改良杭の側方流動抑制効果のメカニズム，ならびにその配置や粘性係数が

流動特性に与える影響についても考察した．さらに，本工法の設計法構築を目的に，改良杭に作用す

る流動力に関しても整理を行い，構造設計法を提案した．最後に，本構造では杭頭部を表層改良と一

体化することで杭頭部の回転を拘束し，水平力に対して抵抗する機構を採用している．そこで，施工

性確認のための現地試験を実施し，表層改良と改良杭の一体性およびそれらの施工性についても検討

した． 

キーワード：液状化，側方流動，深層混合処理工法，遠心模型実験，流体解析 
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1. まえがき 

 

液状化によって地盤は剛性を失い，慣性力と重力の作

用によって広範囲にわたって流動する．既往の大地震に

おいて，このような液状化に伴う側方流動（以後，側方

流動と略す）が傾斜地や沿岸部埋立地の広い領域で生じ

た例が報告されている．例えば，1983年日本海中部地震

では，能代市の地表面勾配1～2 %前後の緩やかな砂丘斜

面に沿って生じた水平変位が最大5 mに達した1)．また，

1995年兵庫県南部地震では神戸市などの臨海埋立地が液

状化して，護岸の水平移動に伴いその全域において海方

向への大きな水平変位が発生した2)．側方流動が生じる

範囲は数百メートル四方にわたるため3)，護岸のみなら

ず広い範囲で各種構造物基礎や埋設管などが甚大な被害

を受けた．我が国の臨海埋立地には，海中に土砂を投入

して造成された緩い地盤が多く存在する．将来これらの

地域を襲う可能性のある大規模地震に対して，側方流動

から各種構造物基礎や埋設管などを守るために対策が必

要とされている．しかしながら，広範囲にわたる地盤改

良の施工には大きな費用がかかるため，対策が進んでい

ないのが現状である．このため，側方流動対策を比較的

安価に行える工法が求められている． 

側方流動を防止する根本的な方法は，液状化の発生を

抑制することである．そのための対策工法としては，例

えば砂杭による締固め工法がある4)．この工法は比較的

低コストであるが，振動や騒音を伴う施工であるととも

に施工時に地盤変形を伴うため，既設構造物近傍での適

用が難しい．これに対して，深層混合処理工法はこれら

の締固め工法の問題点は無く，ブロック式や格子式改良5)

の対策効果は高い．しかし，改良率は50 %以上とするの

が普通であり，大きな費用が必要となる．また，側方流

動対策に関する研究事例として，矢板式護岸の背後に鋼

管杭を打設する抑止杭工法による方法がある6)．遠心模

型実験による検討の結果，杭間隔を杭径の4倍～6倍とし

ても対策効果が得られることを示しているが，鋼管杭を

使用するためコストが高いという問題がある． 

そこで，筆者らは低改良率の杭式改良を用いて，未改

良部の液状化は許容しつつも側方流動を抑制する対策に

関する検討を行っている．また，杭式深層混合処理工法

に適用可能な改良杭配置である流動閉塞杭を提案し，対

策効果の最大化を目指して様々な検討を進めている7)-9)．

前述したように，側方流動は慣性力と重力の作用によっ

て生じるため，その流動方向は傾斜地などでは斜面下方

に向かうことになる．一方，沿岸部における埋立地など

では側方流動の方向は必ずしも護岸法線方向とはならず，

様々な方向に流動する場合がある．従来の配置方法であ

る整列配置や千鳥配置では，いくつかの方向に未改良領

域が連続しているため地盤がすり抜け流動できる．これ

に対して，流動閉塞杭ではどの方向から見ても改良杭が

存在して地盤中で流動を阻害するため，様々な方向に流

動する側方流動に対して対策効果が高まるものと考えら

れる．なお，杭式改良による工法の原理は，流動化する

液状化地盤を完全にせき止めるのではなく，改良杭によ

って地盤の流動を阻害し，流動量を減らすことにある．

本工法は低改良率による施工のため対策費用を小さくす

ることが可能となり，広範囲にわたる側方流動対策とし

て適用可能である．さらに，効果の最大化を図るため，

改良杭の杭頭は表層改良で固定し，下端は非液状化層に

根入れさせる．これまでの検討から合理的に流動量を低

減できる改良率としては20 %程度を想定している． 

本工法に関する他機関による検討事例は無いが，液状

化地盤中で改良杭が側方流動に抵抗する状況は，杭基礎

構造物がそれを受ける状態と同様であり，それらに関す

る研究事例はある．例えば，液状化地盤中の鋼管杭やコ

ンクリート杭については多くの研究事例10)-20)がある．こ

れらの中でBoulangerら13)とMadabhushiら19)は，既往の研究

を含めて包括的に液状化地盤中の挙動に関して述べてい

る．しかしながら，彼らの議論は主に杭の挙動や特性に

関してのみであり，流動する地盤に関するものではない．

したがって，杭が側方流動を抑制するメカニズムに関し

ては不明な点が多い．また，杭式改良の場合，流動中の

土砂がある程度改良杭間をすり抜けていくことになるが，

そのような場合に改良杭に作用する流動力についての定

量的な研究は少ない．前述した研究例6)では抑止杭に作用

する荷重を上下流の土圧の差として評価しているが，杭

配置が少数列であるため広範囲に多数の杭列を配置する

場合には流動力は異なったものになると考えられる． 

本研究では，まず地表面を傾斜させて側方流動を生じ

させる遠心模型実験を行い，改良杭の配置形状の違いが

側方流動抑制効果に与える影響と改良杭に作用する流動

力について検討した．次に，液状化地盤を粘性流体でモ

デル化した有限要素法による流体解析を実施し，改良杭

の側方流動抑制効果のメカニズム，ならびにその配置や

粘性係数が流動特性に与える影響についても考察した．

さらに，本工法の設計法構築を目的に，改良杭に作用す

る流動力に関しても整理を行った．また，前述したよう

に本構造では杭頭部を表層改良と一体化することで杭頭

部の回転を拘束し，水平力に対して抵抗する機構を採用

している．そこで，施工性確認のための現地試験を実施

し，表層改良と改良杭の一体性およびそれらの施工性に
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ついても検討した．最後に，構造設計法の提案を行い，

付録に示している． 

なお，本稿は過去に発表した論文群8),9),21)-23)を整理した

ものに，設計法および施工方法を加えたものである． 

 

2. 流動閉塞杭の概要 

 

図-2.1 (a)は筆者らが検討している流動閉塞杭での改

良杭の配置方法を示したものである．本配置方法は，間

隔 s で正方形に配置された改良杭 4 本を一つのグループ

とし，その中心を X 方向および Y 方向に 2s または s/2

の距離でずらしながら改良杭を配置するものである．図

-2.1 の太矢印は改良杭間の未改良地盤がすり抜けを生

じ得る方向を示している．従来の配置方法である整列配

置（図-2.1 (b)）や千鳥配置（図-2.1 (c)）では，一定方

向に未改良領域が連続しているため液状化地盤がすり抜

け流動できる．これに対して，流動閉塞杭ではどの方向

から見ても改良杭が存在して液状化地盤中で流動を阻害

する． 

構造物の杭基礎では，杭下部において水平抵抗を見込

むことができる地盤に十分根入れすることで回転を拘束

し，水平力に対して抵抗する機構が一般的である．一方，

流動閉塞杭は地盤改良により杭体を構築することを基本

としているため，回転を拘束できるまで非液状化層への

根入れを伸ばそうとすると施工が困難となる可能性があ

るとともに，経済的に不利となる．そこで，改良杭下端

は非液状化層に杭径程度以上根入れするだけにとどめ，

杭頭部を表層改良と一体化することで杭頭部の回転を拘

束し，水平力に対して抵抗する機構を採用している． 

流動閉塞杭の適用イメージを図-2.2 に示す．流動閉塞

杭は，図に示すような護岸・岸壁背後地盤や，斜面傾斜

地など，液状化によって地盤が流動する箇所に適用でき

る．これを考慮すると，想定される対象範囲は図-2.3 お

よび表-2.1 のようにまとめられる．図-2.3 の斜線部が流

動閉塞杭施工範囲であり，表-2.1 の番号に対応している．

図に示すように，地盤が流動する箇所に流動閉塞杭を適

用でき，その対象範囲での側方流動を抑制することがで

きる．また，斜面での流動を対象とした今回の実験では，

流動閉塞杭施工範囲のみならず，その上流側および下流

側でも側方流動抑制効果が得られる実験結果となった．

このことから，斜面へ流動閉塞杭を適用する場合，適用

部周辺（上流側・下流側）での流動も低減できる可能性

が高い．この効果を期待すると，施工範囲周辺の護岸や

岸壁，構造物などが側方流動から受ける影響に対しても

低減できることが考えられる．ただし，流動閉塞杭のみ

で施設自体の支持力不足や自沈を完全に抑えるまでの効

果を期待できないため，別途，施設直下には要求性能に

応じた液状化対策の検討が必要である．また，今回の模

型実験では，試料容器の寸法の限界から，適用部周辺の

外側に試料容器壁面があり，その影響を本稿では十分に

は検討していない．現場への適用時には，境界条件が複

雑なことが多いため，数値解析や模型実験などを利用し

 

 

 
図-2.2 流動閉塞杭の適用イメージ 

    
 (a) Irregular（流動閉塞杭配置） (b) Regular（整列配置） (c) Staggered（千鳥配置） 

 

図-2.1 改良杭配置の比較 
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て，改良効果を十分に検討することが重要である． 

 

3. 杭式深層混合処理工法による側方流動抑制効果

に関する実験的検討 

 

改良杭の側方流動抑制効果を確認するために，遠心模

型実験装置 Mark II（最大加速度 113g，最大積載量 = 

2760kg）24)を用いて実験的な検討を行った． 

 

3.1 相似則 

遠心模型実験における相似則の一覧を表-3.1に示す．

遠心模型実験では応力に関する相似比が1であるため，

土の非線形特性を再現することができる．しかしながら，

液状化した地盤の相似比は明確ではない． 

液状化した地盤はフルード則とレイノルズ則に従い，

粘性を有した流体のように流れる．ここでは，遠心模型

実験におけるフルード数とレイノルズ数の相似比につい

て整理する． 

(1) フルード数 

遠心力場における重力加速度，長さおよび速度の相似

比は，それぞれN，1/Nおよび1倍で表される．これより，

式(1)で与えられるフルード数は実物と模型スケールで一

致する． 

 

 
gL

U
Fr 

． (1) 

 

式中の各パラメータは， 

 U ：代表速度 (m/s)， 

 L ：代表長さ (m)， 

 g ：重力加速度 (m/s2)， 

である． 

(2) レイノルズ数 

高田・永井25)，Sato et al.26)，濱田･若松27)，Towhata et al.28)，

Nishimura et al.29)，Hamada & Takahashi30)およびHwang et 

al.31)は，液状化地盤は非塑性流体として挙動し，ひずみ速

度とせん断応力の関係には非線形性があることを示した．

さらに濱田･若松27)は，粘性係数とひずみ速度の関係とし

て式(2)を与えている． 

表-2.1 流動閉塞杭の適用性 

 
番号 分野 適用部位 

① 

港湾・埋立地

護岸背後 

② 施設下流 

③ 施設上流 

④ 岸壁背後 

⑤ 傾斜護岸 

⑥ 斜面 傾斜地 

⑦ 
地中構造物 

構造物下流 

⑧ 構造物上流 

  
 (a) 護岸背後地 (b) 岸壁 

   
 (c) 傾斜護岸 (d) 斜面 

 
(e) 地中構造物 

図-2.3 流動閉塞杭の適用対象 
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    1.16.08.591.4 ～～    ． (2) 

 

式中の各パラメータは， 

 μ ：粘性係数 (Pa･s)， 

   ：せん断ひずみ速度 (1/s)， 

である． 

 

式(2)から粘性係数はせん断ひずみ速度の逆数に比例す

ることがわかる．したがって，液状化地盤の粘性係数の

相似比は1/Nとなる．このため，遠心模型実験における動

粘性係数の相似比が1/N，速度と長さの相似比はそれぞれ

1と1/Nであることから，式(3)で表されるレイノルズ数は

実物と模型スケールで一致する． 

 

 


UL
Re  ． (3) 

 

式中の各パラメータは， 

 U ：代表速度 (m/s)， 

 L ：代表長さ (m)， 

 ν ：動粘性係数 (m2/s)， 

である． 

以上のことから，液状化に伴う側方流動を遠心模型実

験でモデル化する場合，フルード数とレイノルズ数の相

似則は同時に満足されることになる．したがって，本実

験では液状化した土の重力に伴う流動と杭の周辺の流れ

が同時に再現されていると言える． 

 

3.2 実験ケース 

表-3.2に実験ケースを示す．UNは流体解析に用いる

液状化地盤の粘性係数を評価するために実施したもので

ある．S1シリーズは改良杭の配置形状や杭間隔の違いが

側方流動抑制効果に与える影響について検討した基礎的

な実験であり，整列配置と千鳥配置を対象として実施し

た．S2シリーズは流動閉塞杭の側方流動抑制効果を整列

配置と比較して検討したものである．S3シリーズは杭の

配置形状のみならず杭頭の拘束条件の違いが側方流動抑

制効果に与える影響について着目した実験である．また，

S2とS3の両シリーズの実験では，杭模型に生じるひずみ

を計測して地盤流動中に杭に作用する流動力の発現特性

についても考察した． 

 

3.3 模型実験方法 

(1) 模型地盤の作製方法と使用材料 

模型地盤は所定の密度となるよう空中落下法によって

作製した．非液状化層の目標相対密度は90 %であり，用

いた試料は相馬珪砂5号（平均粒径D50=0.35 mm，均等係

数Uc=1.6）または飯豊珪砂7号（平均粒径D50=0.174 mm，

均等係数Uc=1.5）である．一方，液状化層には相馬珪砂5

号，またはこれに非塑性のシリカパウダー（D50=0.05 mm，

砂：シルト=22 %：78 %）を重量比で7：3となるように混

ぜた混合試料を用いた．相馬珪砂5号を用いたときの目標

相対密度は40 %であり，混合試料を用いた際の目標相対

密度は50 %とした． 

通常，遠心模型実験では透水を遅らせるために間隙流

体に所定の粘性を有する溶液を用いることが多い32)-34)．

非液状化層および液状化層の両方に相馬珪砂5号を用い

たS3シリーズでは，脱気水に水溶性セルロースエーテル

を添加して所定の粘度とした溶液を間隙流体として用い

た．しかしながら，粘性流体は流動性を低下させるとい

う報告がある35),36)．そこで，地盤の流動性を高めるため

に他の実験ケースでは間隙流体に脱気水を用いた．なお，

これらの実験ではTakahashi et al 37)の方法を参考にして前

述した細粒分としてシリカパウダーを混ぜて透水性を下

げ，水圧の消散を遅らせることとした．これにより透水

性が低下し，透水試験の結果によるとその割合は1/24～

1/30であった． 

全ての実験において，模型地盤は30 gの遠心力場で下端

からの浸透により斜面頂部まで飽和させ，加振時の遠心

加速度は50 gとした． 

(2) 実験模型と計測項目 

図-3.1～図3.7は実験模型と計測器配置を示したもの

である．いずれの実験においても地盤内に間隙水圧計を

設置し，模型地盤の水平変位は地表面と地盤内に配した

色砂により計測した．また，S1シリーズ以外の実験では

土槽側面から模型地盤の流動状況をハイスピードカメラ

で撮影した． 

 

表-3.1 遠心模型実験の相似則 

 

物理量 実物 模型 

密度， 1 1 

応力， 1 1 

長さ，L 1 1/N 

時間，t 1 1/N 

加速度， 1 N 

速度，U 1 1 

せん断ひずみ速度，  1 N 

液状化した土の粘性係数， 1 1/N 

水の粘性係数， w 1 1 
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a) UN：流体解析に用いる粘性係数の評価 

UNの実験模型と計測器配置を図-3.1に示す．模型地

盤は勾配1/10の非液状化層とその上の厚さ100 mmの液状

化層の二層構造とした．液状化層には混合試料を用い

た． 

ハイスピードカメラで撮影した映像を二次元のDIC

（Digital Image Correlation）38)で解析して側方流動中の地

盤の変位と流速を求めた．DICは画像分析によるひずみ

計測法の一つであり，画像の特徴ピクセル移動量からひ

ずみ量を計算するデジタル画像相関法である． 

b) S1シリーズ：改良杭の閉塞効果の確認 

S1シリーズでは，図-3.2に示すように一度に三つの杭

間隔の模型を加振できるよう，土槽内に長さ400 mm，高

さ350 mmで所定の杭間隔となるよう仕切りを設けたステ

ンレス製の流路模型（図-3.3）を設置した． 

模型地盤は厚さ40 mmの非液状化層と混合砂を用いて

作製した液状化層の二層構造とした．斜面中央部の地表

面勾配は1/10であり，その上流および下流側には勾配が

1/2.8の領域を設けた．これは駆動力を高めて側方流動を

生じ易くするためである． 

杭模型には外径20 mm，内径14 mmのステンレスパイ

表-3.2 実験ケース 

 

実験ケース 杭配置 
杭直径
D (mm)

杭間隔 
(mm) 

杭の拘束条件 液状化層厚 
(mm) 下部 上部 

UN 無し - - - - 100 

S1：改良杭の閉

塞効果の確認 

S1-R20D 
整列 20 

40 (2D)
固定 固定 182 – 347 S1-R30D 60 (3D)

S1-R45D 90 (4.5D)
S1-UN1 無し - - - - 

182 – 347 S1-C30D1 
千鳥 20 

60 (3D)
固定 固定 

S1-C45D 90 (4.5D)
S1-C20D 

千鳥 20 
40 (2D)

固定 固定 
182 – 347 S1-C30D2 60 (3D)

S1-UN2 無し - - - - 

S2：流動閉塞杭

の流動抑制効

果の確認 

S2-UN 無し - - - - 182 – 347 
S2-R20D-s 整列 

15 30 (2D) 固定 自由 182 – 347 
S2-I20D-s 流動閉塞杭 
S2-R20D-l 整列 

15 30 (2D) 固定 自由 182 – 347 
S2-I20D-l 流動閉塞杭 
S2-R25D 整列 

15 38 (2.5D) 固定 自由 182 – 347 
S2-I25D 流動閉塞杭 
S2-R30D 整列 

15 45 (3D) 固定 自由 182 – 347 
S2-I30D 流動閉塞杭 

S3：杭頭の拘束

条件の違いが

流動抑制効果

に与える影響 

S3-UN 無し - - - - 229 – 300 
S3-I15D-p 流動閉塞杭 40 60 (1.5D) 1D 根入 ピン 229 – 300 
S3-I15D-f 流動閉塞杭 40 60 (1.5D) 1D 根入 自由 229 – 300 

S3-I15D-fp 流動閉塞杭 40 60 (1.5D) 1D 根入 プレート固定 229 – 300 
S3-R15D-p 整列 40 60 (1.5D) 1D 根入 ピン 229 – 300 

＊実験ケース名の末尾の数字は，同一条件で実施した実験の区別を表す． 
＊ハッチングの有無は，同一の土槽を用いた実験の区別を表す． 

:Accelerometer
:Piezometer

Liquefiable layer

1/10

Unliquefiable layer

12
1

10
0

29
1

708
(mm)

PW1

PW2

20
0

 
 

図-3.1 実験模型と計測器配置（UN），■：加速度計，

△：間隙水圧計 
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プを用いた．杭模型の直径を実物に換算すると1 mとな

る．杭模型は仕切り板や底板に溶接してあり，パイプの

移動や変形が生じない完全固定条件となっている． 

c) S2シリーズ：流動閉塞杭の流動抑制効果の確認 

図-3.4に示すS2シリーズの実験には，一度に2つの模

型を加振できるよう幅200 mmの中間を厚さ2 mmのステ

ンレス板で仕切った土槽を用いた．模型地盤はS1シリー

ズと同一である． 

本シリーズでは，改良杭の配置形状の違いが流動抑制

効果に与える影響を明確にすることに主眼を置いた．そ

こで，多くの杭を配置するよう検討した結果，杭模型に

は外径15 mm，内径13 mmのアルミパイプを用いること

にした．パイプ内部には液状化層に用いた試料を充填し

ただけであり，密度の調整は行っていない．杭模型の下

端は厚さ20 mmのアクリル板に埋め込むことにより固定

条件とし，上端の境界条件は自由とした．図-3.4 (a)～

(c)にP1～P4で示す杭模型の外周面に図-3.5に示すように

ひずみゲージを貼り付けて曲げひずみを計測した． 

d) S3シリーズ：杭頭の拘束条件の違いが流動抑制効果

に与える影響 

前述したように，図-3.6に示すS3シリーズでは非液状

化層および液状化層に相馬珪砂5号を用いた．地表面の

勾配は斜面の全てで10 %である． 

改良杭は実物で直径2 mのものを想定し，その模型に

は外径40 mm，内径28 mmのアクリルパイプを用いた．

密度の調整はパイプ内部に丸鋼を配し，空隙にシリコン

を充填することにより行った．杭模型は，先ず所定の位

置に直径44 mmの穴を開けた厚さ5 mmのアクリルプレー

トを土槽底部に固定し，次にその穴の中心と杭模型の中

心が一致するように設置した．プレートと杭模型周囲に

隙間があるため，その下端は自由に回転することが可能

:Accelerometer
:EPWP gauge
:Coloured sand

400

20
060

40
90

 
(a) 平面図（S1-R20D，S1-R30D，S1-R45D） 

400

20
060

40
90

PW1 PW2
 

(b) 平面図（S1-UN1，S1-C30D1，S1-C45D） 
400

20
060

40
90

PW1

PW3PW4

 
(c) 平面図（S1-C20D，S1-C30D2，S1-UN2） 

400

35
0

40
34

7
12

6

708

Liquefiable 
layer

Unliquefiable layer

1/2.8

1/10 1/2.8

12
5

 
(d) 側面図（S1-R30D，S1-C30D） 

 

図-3.2 実験模型と計測器配置（S1 シリーズ），■：加

速度計，▲：間隙水圧計，---（平面図）◎（側面図）：色

砂 

 
(a) 上面 

 
(b) 前面 

 

図-3.3 流路模型の例（S1-R20D, S1-R30D, S1-R45D，地

盤作製前） 
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であり，最大2 mmまでの滑動を許容することができる．

S3-I15D-p，S3-I15D-fpおよびS3-R15D-pでは図-3.6 (b)に

示すよう杭模型の上端側に寸法が270 mm×198 mmで下端

側プレートと同じ穴の空いたプレートを，杭模型上端部

から50 mm下がった位置に設置した．さらにS3-I15D-fpで

は，このプレートと杭模型とを接着剤で固定した．固定

には一辺10 mmの立方体の一面を杭模型の曲率に合わせ

たアクリル製の駒を利用し，杭頭の固定度を高めるよう

に努めた． 

図-3.6 (a)にP1とP2で示す杭模型の外周面には図-3.7

に示すようにひずみゲージを貼り付けて曲げひずみを計

測した． 

(3) 入力波 

入力波には図-3.8～図-3.11に示す周波数100 Hz（実物 

スケールで2 Hz）の正弦波を用いた．UN，S1シリーズお

よびS2シリーズでは，最大加速度の継続時間を0.5秒と1

秒の二つとし，前者についてはその後に側方流動を持続

させるために加速度の振幅を最大値の1/3にしてさらに

0.5 秒間加振を継続させた．なお，計測機器の不具合によ

り，実験ケースS1-R20D,S1-R30D,S1-R45Dの時刻歴データ

は得ることができなかった．S3シリーズの加振時間は0.5

秒である． 

各実験における目標・実測最大加速度および継続時間

を表-3.3に示す．実測最大加速度は，アクチュエータの

調子により表-3.3に示すように目標値に対して約-30 %～

+ 20 %の値となった． 

 

3.4 液状化地盤の流動特性に関する実験結果 

図-3.12は， UN（無改良）におけるGL-1 m～GL-4 m

まで1 m毎の流速の時刻歴を実物スケールで示したもの

である．ここで示す流速は，DICで求めた水平速度と鉛直

速度から算出したものである． 

図-3.1のPW1で計測した間隙水圧から求めた過剰間隙

水圧比の時刻歴を図-3.13に示す．有効拘束圧は，液状化

流動により生じる土被りの変化量を加振の前後で計測し

て補正した．過剰間隙水圧比は加振後4秒でほぼ1.0に到達

しており，上層は液状化していることがわかる．流速は 

    

:Accelerometer
:EPWP gauge
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(a) 平面図（S2-R20D-s，S2-I20D-s，S2-R20D-l，S2-I20D-l） 
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(b) 平面図（S2-R25D，S2-I25D） 
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(c) 平面図（S2-R30D，S2-I30D） 
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(d) 側面図（S2-R20D-s，S2-I20D-s，S2-R20D-l，S2-I20D-l） 

 

図-3.4 実験模型と計測器配置（S2 シリーズ），■：加

速度計，▲：間隙水圧計，---（平面図）◎（側面図）：色
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図-3.5 模型杭（S2 シリーズ） 
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地盤が液状化に至った4秒でほぼ最大値に達している．こ

の時点における地盤の勾配は1/10-1/10.5であり，初期勾配

と同程度である．流速は粘性流体の挙動と同様，浅いほ

ど大きくなっていることがわかる．GL-1 mの結果に着目

すると，流速は0.6 m/sまで増大した後に0.3 m/sまで減少し，

しばらくその値が継続している．これは，地盤が流動し

て地表面勾配が小さくなったことにより自重に伴う流動

力が減少したこと，ならびに底面や側壁の摩擦の影響に

起因するものと推察される．液状化層の層厚は実物スケ

ールで5 mであるが，GL-4 mの流速はほぼゼロであり，そ

れ以深の流動はわずかであることがわかる．これより， 
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図-3.8 入力波（UN），縦軸：加速度，横軸：時間 
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0 10 20 30 40 50 60

−4

−2

0

2

4

Time (s)

A
cc

el
er

at
io

n 
(m

/s
2 )

Prototype scale

S1−C20D(Staggered, 3 D)
S1−C30D2(Staggered, 3 D)
S1−UN2(No improvement)

 
(b) S1-C20D，S1-C30D2，S1-UN2 

 

図-3.9 入力波（S1 シリーズ），縦軸：加速度，横軸：

時間 
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図-3.6 実験模型と計測器配置（S3 シリーズ，S3-I15D-p, 

S3-I15D-fp）■：加速度計，▲：間隙水圧計，---：色砂 
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図-3.7 模型杭（S3 シリーズ） 
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 (b) S2-R20D-s，S2-I20D-s（杭間隔 2D） (b) S3-I15D-p（杭頭ピン，杭間隔 1.5D） 
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 (c) S2-R20D-l，S2-I20D-l（杭間隔 2D） (c) S3-I15D-f（杭頭自由，杭間隔 1.5D） 
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図-3.10 入力波（S2 シリーズ），縦軸：加速度，横軸：  図-3.11 入力波（S3 シリーズ），縦軸：加速度，横軸： 

時間        時間 
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後述する流体解析では，この深度をモデルの底面に設定

した．なお，流速から算出される実物スケールでのせん

断ひずみ速度は0.03-0.20 s-1であった． 

 

3.5 杭の流動抑制効果に関する実験結果と考察 

(1) S1シリーズ：改良杭の閉塞効果の確認 

a) 過剰間隙水圧の発生特性 

図-3.14は，図-3.2に示す模型地盤中央付近に設置し

た間隙水圧計PW1（S1-C45D，S1-UN2），PW2（S1-C30D1），

PW3（S1-C30D2）またはPW4（S1-C20D）で計測された

間隙水圧から求めた過剰間隙水圧比の時刻歴を示したも

のである．図には，移動平均により平滑化した結果も併

せて示している．なお，有効拘束圧は，実験後に間隙水

圧計と地表面の沈下量を計測してこれらの沈下が加振中

に生じたとして算出している． 

過剰間隙水圧比の最大値は1.0に達していることから，

全てのケースで模型地盤は液状化していることがわかる．

したがって，本実験では液状化に伴う側方流動をモデル

化していると言える．加速度振幅が最大値の 1/3 となる

25～50 秒間について，S1-UN2（無改良）および S1-C45D

（杭間隔 4.5D）の過剰間隙水圧比は 1.0 程度に保持され

ているが，杭間隔が小さくなるのに伴い過剰間隙水圧の

消散が認められる．これは，杭により地盤のせん断変形

が抑制されたことによるものと推察される． 

b) 模型地盤の流動特性 

図-3.15は，地盤の変形状況をGL-1.25 m（実物スケー

ル）に設置した色砂をトレースすることにより示したも

のであり，杭配置の違いが側方流動抑制効果に与える影

響を比較しやすいように同じ杭間隔毎にまとめている．

破線が加振前の位置を示し実線が加振後の状況であり，

実物スケールで示している． 

先ず，図-3.15 (a)に示すS1-R20D（整列配置）とS1-C20D

（千鳥配置）における流路模型左端から17.5 m付近の地盤

の変形状況に着目すると，両者とも地盤は杭間を同程度 

すり抜けている．これより，S1-R20D（整列配置）の加速

度はS1-C20D（千鳥配置）のそれと大差ないと判断し，以

後結果の比較を行う．また，S1-UN1（無改良）の結果を

みると色砂は下流側にほぼ平行に移動していることから，

壁面摩擦の影響は少ないと言える． 

表-3.3 入力波 

 

実験ケース 
最大加速度(m/s2) 全体 

(s) 
前半 
(s) 

後半
(s) 目標 実測 

UN 3.5 * 50 3.4 * 50 1 - - 

S1：改良杭の閉塞効果

の確認 

S1-R20D, S1-R30D, S1-R45D 2 * 50 - - 0.5 0.5 
S1-UN1, S1-C30Dl, S1-C45D 2 * 50 1.4 * 50 1 0.5 0.5 
S1-C20D, S1-C30D2, S1-UN2 2 * 50 1.5 * 50 1 0.5 0.5 

S2：流動閉塞杭の流動

抑制効果の確認 

S2-UN 3.5 * 50 4.0 * 50 1 - - 
S2-R20D-s, S2-I20D-s 2 * 50 1.6 * 50 1 0.5 0.5 
S2-R20D-l, S2-I20D-l 3.5 * 50 3.3 * 50 1 - - 

S2-R25D, S2-I25D 2 * 50 2.3 * 50 1 0.5 0.5 
S2-R30D, S2-I30D 3.5 * 50 2.4 * 50 1 0.5 0.5 

S3：杭頭の拘束条件の

違いが流動抑制効

果に与える影響 

S3-UN 2 * 50 2.4 * 50 0.5 - - 
S3-I15D-p 2 * 50 2.3 * 50 0.5 - - 
S3-I15D-f 2 * 50 2.3 * 50 0.5 - - 

S3-I15D-fp 2 * 50 1.9 * 50 0.5 - - 
S3-R15D-p 2 * 50 2.3 * 50 0.5 - -  
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図-3.12 流速の時刻歴，縦軸：流速，横軸：時間 
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図-3.13 過剰間隙水圧比の時刻歴（UN），縦軸：過剰間

隙水圧比，横軸：時間，灰色線：移動平均 
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整列配置と千鳥配置の比較として，杭間隔3Dの地盤の

変形状況を図-3.15 (b)に示す．整列配置では，地盤が一様

に杭間をすり抜けているのに対し，千鳥配置では流路中

央に配置された杭模型が流れを阻害し，その上流側の杭

間で地盤のすり抜けが抑制されていることがわかる．こ

のようなすり抜けに対する対策効果は図-3.15 (c)に示す

杭間隔4.5Dの場合でも認められるが，その効果は3Dの場

合ほど明確ではない． 

c) 側方流動量 

図-3.16は，色砂の移動量から求めた平均側方流動量を

示したものである．平均側方流動量は，図-3.15に示した

加振前後の色砂で囲まれた面積を土槽幅で除して算出し

た．側方流動量は千鳥配置の方が整列配置よりも小さい
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(a) S1-R20D，S1-UN1，S1-C20D（杭間隔：2D） 
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(b) S1-R30D，S1-C30D1，S1-C30D2（杭間隔：3D） 
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(c) S1-R45D，S1-C45D，S1-UN2（杭間隔：4.5D） 

 

図-3.15 模型地盤の変形状況，縦軸：幅，横軸：流路模

型左端からの距離，---：加振前，―：加振後 
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(a) S1-UN2（無改良） 
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(b) S1-C20D（千鳥配置，Pile interval（杭間隔）：2D） 

0 20 40 60 80

0

1

2

Time (s)

R
at

io
 o

f 
E

PW
P

R

Prototype scale

Moving averageS1−C30D1(Staggered, 3 D)

 
(c) S1-C30D1（千鳥配置，Pile interval（杭間隔）：3D） 
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(d) S1-C30D2（千鳥配置，Pile interval（杭間隔）：3D） 
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(e) S1-C45D（千鳥配置，Pile interval（杭間隔）：4.5D） 

 

図-3.14 過剰間隙水圧比の時刻歴（S1 シリーズ），縦

軸：過剰間隙水圧比，横軸：時間，灰色線：移動平均 
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ことがわかる．ただし，杭間隔が広くなるとその差が小

さくなることが認められる．なお，図示していない無改

良の平均側方流動量は3.0-3.5 m程度であった． 

(2) S2シリーズ：流動閉塞杭の流動抑制効果の確認 

a) 過剰間隙水圧の発生特性 

図-3.17は，図-3.4に示す模型地盤中央付近に設置した

間隙水圧計PW1（無改良，流動閉塞杭）およびPW2（整

列配置）で計測された間隙水圧から求めた過剰間隙水圧

比の時刻歴を示したものである．図には，移動平均によ

り平滑化した結果も併せて示している．なお，有効拘束

圧は，実験後に間隙水圧計と地表面の沈下量を計測し，

これらの沈下が加振中に生じたとして算出している． 

無改良や杭間隔が広い場合に過剰間隙水圧の上昇が速

くなる傾向が認められるが，その発生・消散の挙動には

杭配置の違いによる明確な差異は認められない．過剰間

隙水圧比の最大値はいずれも1.0に達していることから全

てのケースで模型地盤は液状化していることがわかる．

これより，本実験では液状化に伴う側方流動をモデル化

していることが確認できる．なお，S2-R20D-s,S2-I20D-s

（杭間隔2D），S2-R25D,S2-I25D（杭間隔2.5D）および

S2-R30D,S2-I30D（杭間隔3D）の過剰間隙水圧は，加速度

振幅が1/3となる25～50秒間においても消散することなく

ほぼ最大値を保持している．そして，この間においても

地盤の変形が生じていたことをハイスピードカメラで撮

影した映像から確認している． 

b) 模型地盤の流動特性 

図-3.18は，模型地盤の流動状況をGL-1.25 m（実物ス

ケール）に配置した色砂のトレースによって示したもの

である．破線が流動前，実線は流動後の位置をそれぞれ

示している．S2-UN（無改良）の地盤の変状から，色砂は

下流側にほぼ平行に移動していることから，壁面摩擦の

影響は少ないと考えられる．杭間隔2Dの流動状況を見る

と，S2-R20D-s（整列配置）では流動方向に連続して杭間

ですり抜けが生じており，加速度振幅の大きいS2-R20D-l

（整列配置）ではそれが顕著となっている．一方，

S2-I20D-s（流動閉塞杭）では杭間のすり抜け量が抑制さ

れており，S2-I20D-l（流動閉塞杭）では杭間をすり抜け

るような挙動が認められるが，その程度は整列配置より

も相対的に小さい．これより，流動方向に対して流下に

入らないように杭を配置して流れを阻害する流動閉塞杭

は，流下に入るように杭を配置する整列配置よりも杭間

のすり抜けを抑制する効果が高いことが確認できる． 

杭間隔2.5Dおよび3Dにおける地盤の流動状況を見ると，

整列配置では杭間隔2Dと同様に杭間のすり抜けが生じて

いる．また，流動閉塞杭でも杭間隔が広いほど杭間のす

り抜けが生じ易くなっていることがわかる．これは，打

設間隔が広くなると流下に入らないように配した杭によ

る流動を阻害する効果が小さくなることに起因するもの

と考えられる． 

c) 側方流動量 

図-3.19は平均側方流動量の分布を実物スケールで示

したものである．平均側方流動量は，図-3.18で示した加

振前後の色砂で囲まれた面積を土槽幅で除して算出した．

ここでは，下流端から10-25 mにおける結果について考察

する． 

S2-R20D-s,S2-I20D-s（杭間隔2D）の結果について，流

動閉塞杭の平均側方流動量は0.16-0.41 m，整列配置のそれ

は0.27-0.58 mであり，それぞれ無改良の平均側方流動量約

2.8 mに対して十分に小さな値であった．流動閉塞杭と整

列配置を比較すると，同じ改良率であっても平均側方流

動量は前者のほうが小さいことから，杭間のすり抜けを

抑制する杭配置にすることが，側方流動量の低減に効果 
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(a) Pile interval（杭間隔）：3D 
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(b) Pile interval（杭間隔）：4.5D 

 

図-3.16 平均側方流動量，縦軸：平均側方流動量，横軸：

流路模型左端からの距離 
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(a) S2-UN（無改良） 
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 (b) S2-R20D-s (c) S2-I20D-s 
 （Regular（整列配置），Pile interval（杭間隔）：2D） （Irregular（流動閉塞杭），Pile interval（杭間隔）：2D） 
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 (d) S2-R20D-l (e) S2-I20D-l 
 （Regular（整列配置），Pile interval（杭間隔）：2D） （Irregular（流動閉塞杭），Pile interval（杭間隔）：2D） 
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 (f) S2-R25D (g) S2-I25D 
 （Regular（整列配置），Pile interval（杭間隔）：2.5D） （Irregular（流動閉塞杭），Pile interval（杭間隔）：2.5D） 

 
0 20 40 60 80

0

1

2

Time (s)

R
at

io
 o

f 
E

PW
PR

Prototype scale

Moving averageS2−R30D(Regular, 3 D)

 
0 20 40 60 80

0

1

2

Time (s)

R
at

io
 o

f 
E

PW
PR

Prototype scale

Moving averageS2−I30D(Irregular, 3 D)

 
 (h) S2-R30D (i) S2-I30D 
 （Regular（整列配置），Pile interval（杭間隔）：3D） （Irregular（流動閉塞杭），Pile interval（杭間隔）：3D） 

 

図-3.17 過剰間隙水圧比の時刻歴（S2 シリーズ），縦軸：過剰間隙水圧比，横軸：時間，灰色線：移動平均 
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的であることがわかる．同じ杭間隔で入力加速度の大き

いS2-R20D-l,S2-I20D-l（杭間隔2D）の平均側方流動量は，

流動閉塞杭で0.44-1.10 m，整列配置で0.75-1.50 mであり，

これらはS2-R20D-s,S2-I20D-s（杭間隔2D）よりも2～3倍

程度大きな値となっている．下流端からの距離が同じ位

置で比較した場合，流動閉塞杭の平均側方流動量は，整

列配置に対してS2-R20D-s,S2-I20D-s（杭間隔2D）で最大

38 %に，S2-R20D-l,S2-I20D-l（杭間隔2D）で最大75 %に

低減されている． 

次 に ， S2-R25D,S2-I25D （ 杭 間 隔 2.5D ） お よ び

S2-R30D,S2-I30D（杭間隔3D）の結果について，流動閉塞

杭の平均側方流動量はS2-I25Dで0.32-0.73 m，S2-I30Dで

0.51-1.35 mであった．一方，整列配置のそれはS2-R25Dで

0.39-0.79 m，S2-R30Dで0.64-1.62 mであった．それぞれの

側方流動量は杭間隔2DのS2-R20D-s,S2-I20D-sよりも大き

く，流動閉塞杭と整列配置の差が小さくなっている．こ

れは，前述したように打設間隔が広くなると流動閉塞杭

でも杭間のすり抜けが生じ易くなったことに起因するも

のと考えられる． 

ここで，後述する流体解析結果との比較のため，杭間

での流速に関して整理する．一例として，杭間隔2Dの図

-3.18 (c)における杭間の流動量は整列配置で0.85-1.10 m，

流動閉塞杭で0.80-0.95 mであった．これらを加振時間で除

して求めた流速は，整列配置が19-22 mm/s，流動閉塞杭が

18-19 mm/sとなった．これらの値を杭間の中央位置におけ

る速度とすると，実物スケールでのせん断ひずみ速度は

0.048-0.059 1/sとなる．各実験の平均流速を表-3.4に示す．

平均流速は，図-3.18に示した各色砂が移動した範囲の面

積を色砂の長さで除して求めた平均側方流動量を加振時

間で除して算出した．平均流速は流動閉塞杭のほうが整

列配置よりも小さく，杭間隔が狭くなるのにしたがって

平均流速が小さくなることが明らかである． 

(3) S3シリーズ：杭頭の拘束条件の違いが流動抑制効

果に与える影響 

a) 過剰間隙水圧の発生特性 

図-3.20は，図-3.6に示すように改良範囲の上流側，模

型地盤中央深度付近に設置した間隙水圧計PW1で計測さ

れた間隙水圧から求めた過剰間隙水圧比の時刻歴を示し

たものである．図には，移動平均により平滑化した結果

も併せて示している．なお，有効拘束圧は，S2シリーズ

と同様に実験後に間隙水圧計と地表面の沈下量を計測し

てこれらの沈下が加振中に生じたとして算出している． 

過剰間隙水圧比は，いずれの結果においても加振と共

に急激に上昇し，その平均値の最大値は1.0に達している．

したがって，これらの地盤は液状化に至っていることが

確認できる． 

b) 模型地盤の流動特性 

先ず，改良杭の配置形状が側方流動抑制効果に与える

影響に着目し，UN（無改良），杭模型上端がピン結合の

S3-I15D-p（流動閉塞杭）およびS3-R15D-p（整列配置）に
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(a) S2-UN（No improvement（無改良）） 
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(b) S2-R20D-s(Regular)，S2-I20D-s(Irregular) 

（Pile interval（杭間隔）：2D） 
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(c) S2-R20D-l(Regular)，S2-I20D-l(Irregular) 

（Pile interval（杭間隔）：2D） 
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(d) S2-R25D(Regular)，S2-I25D(Irregular) 

（Pile interval（杭間隔）：2.5D） 
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(e) S2-R30D(Regular)，S2-I30D(Irregular) 

（Pile interval（杭間隔）：3D） 

 

図-3.18 模型地盤の変形状況，縦軸：幅，横軸：流路模

型左端からの距離，---：加振前，―：加振後 
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おける側方流動量の結果に関して考察する． 

図-3.21は，土槽側面に配置した色砂をトレースして示

した模型地盤の変形状況である．図-3.21 (a)に示すS3-UN

（無改良）の変形状況から，液状化した模型地盤は遠心

加速度の影響により斜面下方向に向かって移動している

ことがわかる．水平変位は地表面で最大となり，土層底

部ではほとんど生じていない．加振後の地表面は，斜面

の高い側が沈下し，斜面の低い側では隆起して水平に近

い状態になっている． 

図-3.21 (b)に示す流動閉塞杭S3-I15D-p（ピン結合）に

おける模型地盤の変形状況について，加振後の地表面は

改良範囲の背後および前方ともにほぼ水平になっている．

一方，改良範囲の地表面勾配は加振前と同等に保たれて

いることが改良無改良の挙動とは異なる点である．改良

範囲における深度方向の変形状況に着目すると，杭模型

が壁面近傍に存在する水平位置0～+125 mm間の変位分布

は斜面下方に向かって直線的に傾斜しているのに対して，

未改良部分が連続する0～-125 mm間のそれは深部で局所

的に変形が大きく生じる形状となっている． 

図-3.21 (c)に示す整列配置S3-R15D-p（ピン結合）につ

いて，地表面の変形状況は前述した流動閉塞杭のそれと

同様である．改良範囲における地盤の変形状況に着目す

ると，局所的に深部で変位が大きく生じている箇所が認

められる．これは，整列配置では土槽側面に沿って未改

良部分が連続していることに起因するものと推察する． 

次に，流動閉塞杭における改良杭上端の境界条件の違

いが側方流動抑制効果に与える影響について明らかにす

ることを目的とし，S3-I15D-p（ピン結合），S3-I15D-f（自

由）およびS3-I15D-fp（プレート固定）の結果について詳

述する． 

図-3.22は，S3-I15D-fおよびS3-I15D-fpにおける模型地

盤の変形状況を図-3.21と同様に示したものである．図

-3.22 (a)に示したS3-I15D-f（自由）での模型地盤の変形

状況について，加振後の地表面はS3-I15D-pのそれと同様，

表-3.4 平均流速（S2 シリーズ） 

 
実験 

ケース 
杭配置 

杭間隔
(mm) 

平均流速 
(mm/s) 

流速の範囲
(mm/s) 

S2-R20D-s 整列配置 
30 (2D) 

 15  12 – 16 
S2-I20D-s 流動閉塞杭  9  6 – 12 
S2-R20D-l 整列配置 

30 (2D) 
 16  15 – 19 

S2-I20D-l 流動閉塞杭  13  9 – 19 
S2-R25D 整列配置 

38 (2.5D)
 22  16 – 32 

S2-I25D 流動閉塞杭  18  13 – 29 
S2-R30D 整列配置 

45 (3D) 
 43  26 – 60 

S2-I30D 流動閉塞杭  36  20 – 52  
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(b) S2-20D-l，S2-I20D-l（Pile interval（杭間隔）：2D） 
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(d) S2-R30D，S2-I30D（Pile interval（杭間隔）：3D） 

 

図-3.19 平均側方流動量，縦軸：平均側方流動量，横軸：

流路模型左端からの距離 
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改良範囲の勾配が加振前と同等に保たれ，その背後およ

び前方ではともにほぼ水平になっている．改良範囲にお

ける深度方向の変形状況も，S3-I15D-pのそれと類似して

おり，両者には大きな違いが認められない．S3-I15D-fに

おける実験後の模型の観察から，一部を除き杭模型は加

振前の相対的な位置関係を大きく変えず，S3-I15D-pと同

様に流動方向に一様に傾斜していることが確認された．

このことについては，加振時間や一方向加振であること

が関係している可能性があり，今後も検討が必要である

が，流動閉塞杭が保持されたことが両者の地盤変形に明

確な差異が認められなかった要因の一つと考える． 

図-3.22 (b)に示すS3-I15D-fp（プレート固定）の模型地

盤の変形状況をS3-I15D-fと比較すると，改良範囲背後の

地表面沈下量および改良範囲内の側方流動量がそれらよ

りも相対的に小さくなっていることがわかる． 

c) 側方流動量 

側方流動量を評価する一つの指標として，S3-UN（無改

良），S3-I15D-p（流動閉塞杭）およびS3-R15D-p（整列配

置）における実地盤スケールでの地表面の水平変位を図

-3.23に示す．ここで示した水平変位は，図-3.21で示し

た色砂の地表面位置における水平方向の変位量であり，

以後側方流動量として扱う．S3-UN（無改良）の側方流動

量は斜面の上下端部で小さく中央付近で最大となってい

る．一方，S3-I15D-p（流動閉塞杭）およびS3-R15D-p（整

列配置）の側方流動量は無改良のそれと比較していずれ

も小さく，それぞれに側方流動抑制効果が認められる．

S3-I15D-p（流動閉塞杭）とS3-R15D-p（整列配置）の比較

から，側方流動量は前者のほうが後者よりも小さく，特

に水平位置0 m～+10 m間で明確な差が認められる．なお，

水平位置-2 m～-5 m間において流動閉塞杭の側方流動量

が局所的に大きくなっているのは，壁面側に連続した未

改良部分が存在することに起因するものと考えられる． 

同様に，流動閉塞杭のS3-I15D-p（ピン結合），S3-I15D-f

（自由）およびS3-I15D-fp（プレート固定）における実地 
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(a) S3-UN（No improvement（無改良）） 
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 (b) S3-I15D-p（Irregular（流動閉塞杭），Boundary condition (c) S3-I15D-f（Irregular（流動閉塞杭），Boundary condition 
 of pile head：Pin joint（杭頭拘束条件：ピン結合）） of pile head：Pin joint（杭頭拘束条件：自由）） 
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 (d) S3-I15D-fp（Irregular（流動閉塞杭），Boundary condition (e) S3-R15D-p（Regular（整列配置），Boundary condition 
 of pile head：Fixed（杭頭拘束条件：プレートで固定）） of pile head：Pin joint（杭頭拘束条件：ピン結合）） 

 

図-3.20 過剰間隙水圧比の時刻歴（S3 シリーズ），縦軸：過剰間隙水圧比，横軸：時間，灰色線：移動平均 
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(a) S3-UN（No improvement（無改良）） 
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 (b) S3-I15D-p（Irregular（流動閉塞杭），Boundary condition (c) S3-R15D-p（Regular（整列配置），Boundary condition 
 of pile head：Pin joint（杭頭拘束条件：ピン結合）） of pile head：Pin joint（杭頭拘束条件：ピン結合）） 

 

図-3.21 模型地盤の変形状況（S3 シリーズ），縦軸：土槽下端からの距離，横軸：土槽中央からの距離，両矢印：改良範

囲 
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 (a) S3-I15D-f（Irregular（流動閉塞杭），Boundary condition (b) S3-I15D-fp（Irregular（流動閉塞杭），Boundary condition 
 of pile head：Pin joint（杭頭拘束条件：自由）） of pile head：Fixed（杭頭拘束条件：プレートで固定）） 

 

図-3.22 模型地盤の変形状況（S3 シリーズ），縦軸：土槽下端からの距離，横軸：土槽中央からの距離，両矢印：改良範

囲 
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盤スケールに換算した側方流動量を図-3.24に示す．先ず，

S3-I15D-p（ピン結合）とS3-I15D-f（自由）の側方流動量

を比較すると，局所的な大小の違いはあるが，両者の側

方流動量には明確な差異が認められない．S3-I15D-fp（プ

レート固定）の水平変位はS3-I15D-p（ピン結合）や

S3-I15D-f（自由）よりも小さく，側方流動量は最大で約

50 %程度に低減されており，その抑制効果は特に改良範

囲とその背後側で高いことがわかる．これは，杭模型の

上端を固定して杭頭の回転を抑制したため，流動閉塞杭

が効果的に側方流動をせき止めたことによるものと考え

られる． 

 

3.6 改良杭に作用する流動力に関する実験結果 

ここでは，S2シリーズおよびS3シリーズについて杭模

型に作用する流動力について考察する．なお，以降断り

のない限り，数値は模型スケールでの値とする． 

図-3.25～図-3.32に各杭模型において最大曲げモーメ

ントが計測された位置での曲げモーメントの時刻歴を示

す．それぞれの図には，残留成分として1周期分のひずみ

の移動平均を用いることで平滑化した結果も示している．

なお，曲げモーメントの符号は，上流側が引張になると

きを正とし，時間は実地盤に換算している．残留成分の

みに着目した場合，どのケースも杭模型に上流側引張の

曲げモーメントが作用していることがわかる． 

 図-3.33に，振動成分と残留成分の両者を考慮した杭模

型の曲げモーメント分布を示す．同図では，最大曲げモ

ーメント発生時刻を含む1周期間の時刻のうち，後述する

杭模型に作用する荷重が最大となる時刻に着目して曲げ

モーメント分布を示している．曲げモーメントはひずみ

から求めた値を3次の平滑化スプライン関数にて評価し

たもので，上流側が引張となる場合を正とした．S2シリ

ーズでは杭模型下端を固定しているため，前述の

S2-R20D-lおよびS2-I20D-l以外については杭下端にて最

大曲げモーメントが発生している．一方，S2-R20D-lおよ

びS2-I20D-lでは杭模型の慣性力が大きいため，杭体の中

央付近で最大曲げモーメントが発生し，ひずみゲージの

最上部取付位置よりも上部の杭模型の慣性力に起因して

杭上部にも曲げモーメントが発生している．それに対し

て，S3シリーズでは杭模型下端は固定せず非液状化層に

杭径分根入れしているのみであるが，下端において大き

な曲げモーメントが発生しており，回転を拘束する効果

が見られた．杭上部をプレートで固定したS3-15D-fpでは，

上部と下部とで曲げモーメントの符号が反転しており，

上部で回転が拘束されたことを示している． 

図-3.34に杭模型に作用する荷重分布を示す．荷重分布

は曲げモーメント分布を微分して得られるせん断力分布

を，再度3次の平滑化スプライン関数で評価した後に微分

したもので，上流側から作用する場合を正とした．S3シ

リーズについては，無改良での実験後の観察から側方流

動が発生したと考えられる深さを二点鎖線で示した． 

S2シリーズ，S3シリーズともに上部では上流側から深

度方向に漸増する荷重が作用するが，下部ではその荷重

が減少していることがわかる．これは，流動量の分布が

土槽の境界条件の影響を受けたためと考えられる．すな

わち，S2シリーズでは液状化層下端まで側方流動が生じ
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図-3.23 地表面の水平変位，縦軸：地表面の水平変位，

横軸：土槽中央からの距離，両矢印：改良範囲 
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図-3.24 地表面の水平変位，縦軸：地表面の水平変位，

横軸：土槽中央からの距離，両矢印：改良範囲 
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たが下方の流動量は上方のそれより小さかったため流動

力が減少し，S3シリーズでは液状化層深部において側方

流動が生じなかったため下方では逆向きの荷重が作用す

る結果となったものと思われる． 

図-3.34には，式(4)に示す杭模型に作用する流動力の提 

案式より算出される流動力分布も示した． 

 

 xq LL  3.0 ． (4) 

 

式中の各パラメータは， 

qL：液状化層中にある部材に作用する深さ x（m）の

位置の単位面積当りの流動力（kN/m2）， 
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図-3.25 杭模型の曲げモーメントの時刻歴（S2 シリーズ），縦軸：曲げモーメント，横軸：時間，細線：慣性力＋流動力，

太線：流動力 
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 (a) S2-R20D-l，P3 (b) S2-R20D-l，P4 
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図-3.26 杭模型の曲げモーメントの時刻歴（S2 シリーズ），縦軸：曲げモーメント，横軸：時間，細線：慣性力＋流動力，

太線：流動力 
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図-3.27 杭模型の曲げモーメントの時刻歴（S2 シリーズ），縦軸：曲げモーメント，横軸：時間，細線：慣性力＋流動力，

太線：流動力 
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図-3.28 杭模型の曲げモーメントの時刻歴（S3 シリーズ），縦軸：曲げモーメント，横軸：時間，細線：慣性力＋流動力，

太線：流動力 
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図-3.29 杭模型の曲げモーメントの時刻歴（S3 シリーズ），縦軸：曲げモーメント，横軸：時間，細線：慣性力＋流動力，

太線：流動力 
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  L：液状化層の平均単位体積重量（kN/m3）， 

 x ：地表面からの深さ（m）， 

である． 

式(4)は，液状化層中の改良杭模型に全上載圧の30 %の

流動力が作用すると考えたものである．その際，流動力

は各杭で均等に分担されるものとした．式(4)は，1995年

に発生した兵庫県南部地震の際に橋梁基礎杭に生じた被

害と整合するように逆解析により導かれた道路橋示方書

Ⅴ耐震設計編39)に示される流動力式を参考に設定したも

のである．式(4)では流動力は三角形分布荷重となるが，

杭模型上部では実験値と式(4)での荷重分布形状は類似し

ている．局部的に式(4)より大きな荷重が作用するケース

もあるが，概ね同式以下の荷重となった．荷重分布形状

が類似する上部においては，改良率が小さくなるほど実

験値の式(4)に対する割合が小さくなる傾向が見られた．

これは改良率が小さいほど杭模型間の地盤のすり抜けが

大きくなり，改良杭に作用する荷重が低減されるためと

思われる． 

改良杭上部の拘束条件を変化させたS3シリーズの結果

によると，S3-I15D-f→S3-I15D-p→S3-I15D-fpの順で拘束
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図-3.30 杭模型の曲げモーメントの時刻歴（S3 シリーズ），縦軸：曲げモーメント，横軸：時間，細線：慣性力＋流動力，

太線：流動力 
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図-3.31 杭模型の曲げモーメントの時刻歴（S3 シリーズ），縦軸：曲げモーメント，横軸：時間，細線：慣性力＋流動力，

太線：流動力 
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 (a) S3-R15D-p，P1 (b) S3-R15D-p，P2 

 

図-3.32 杭模型の曲げモーメントの時刻歴（S3 シリーズ），縦軸：曲げモーメント，横軸：時間，細線：慣性力＋流動力，

太線：流動力 
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が大きくなるほど上流と下流との分布形状の差が大きく

なった．これは，改良杭上部を繋ぐ版を介して，上流と

下流の改良杭が荷重を伝達しあったためと考えられる． 

図-3.35は入力波の加速度が異なるS2-R20D-sおよび

S2-I20D-sとS2-R20D-lおよびS2-I20D-lの残留成分の荷重

を比較したものである．それぞれの荷重分布には有意な

差が見られず，残留成分は入力波の加速度振幅の影響を

大きくは受けないといえそうである． 

図-3.36は杭模型に作用する荷重を杭の上端から積分

して求めた荷重の合力を示したものである．S3シリーズ

については，側方流動が発生した深さを二点鎖線で示し

た．杭模型上部においては式(4)を上回るケースもあるが，

流動を生じた深度での値は入力波の加速度が特に大きい

S2-R20D-lおよびS2-I20D-lを除く全てのケースで式(4)以

下となった．したがって，地震波の加速度が特に大きい

場合を除いて，側方流動を生じると想定される土層全て

に対して式(4)による流動力を見込むことで，改良杭の振

動成分および残留成分に対する構造設計が可能と考えら

れる．式(4)を適用した構造設計法の案を付録に示してお

く．なお，地震波の加速度が特に大きい場合の改良杭の

振動成分については，今後検討の余地がある． 

同一条件で流動閉塞杭と整列配置を比較したS2シリー

ズの結果によると，同じ改良率では杭模型の曲げモーメ

ント分布および杭模型に作用する流動力に有意な差は見

られなかった．流動経路が長くなる流動閉塞の側方流動

量が小さくなることは観測されているが40)，杭模型に作用

する流動力の大小には液状化地盤の流速や粘性などの要

因が複雑に関係しているため，本実験条件下では有意な

差として表れなかった可能性が考えられる．そのメカニ

ズムについては今後の検討課題である． 
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図-3.33 杭模型の曲げモーメント分布，縦軸：土槽下端からの距離，横軸：曲げモーメント 
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図-3.35 杭模型に作用する残留成分の荷重の分布（S2 シリーズ S2-R20D，S2-I20D の P1, P3），縦軸：土槽下端からの距

離，横軸：水平荷重 

 
0

0.05

0.1

0.15

0.2

0.25

0.3

0.35
−800 −600 −400 −200 0 200 400 600 800

S2−R20D−s

S2−I20D−s

S2−R20D−l

S2−I20D−l

Lateral load（N/m）
H

ei
gh

t f
ro

m
 b

ot
to

m
 e

nd
（

m
）

Proposal

 
0

0.05

0.1

0.15

0.2

0.25

0.3

0.35
−800 −600 −400 −200 0 200 400 600 800

Lateral load（N/m）

H
ei

gh
t f

ro
m

 b
ot

to
m

 e
nd
（

m
）

S2−R30D

S2−I30D

Proposal
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 (c) S3 シリーズ P1（Downstream side（下流）） (d) S3 シリーズ P2（Upstream side（上流）） 

 

図-3.34 杭模型に作用する荷重の分布，縦軸：土槽下端からの距離，横軸：水平荷重 
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4. 杭式深層混合処理工法による液状化流動抑制効

果に関する流体解析 

 

液状化地盤の変状を評価する解析手法として，土と間

隙水の連成を考慮した有効応力解析や土を粘性流体とし

てモデル化する流体解析がある．前者は，地盤の安定性

や変形特性の評価にしばしば用いられるが，側方流動の

ような大変形に適用できるプログラムは少ない．後者は

液状化して剛性を失い液体状となった土をモデル化する

ことができるが，それに至る軟化過程や再圧密過程およ

びダイレイタンシーを考慮することはできない．しかし

ながら，流体解析は必要とされる入力定数が限られてお

り，杭の配置がその間を流れる流体の挙動に与える影響

を評価する場合には適した手法であると考えられる．そ

こで，本研究では有限要素法による流体解析を実施して

改良杭の側方流動抑制効果のメカニズム，ならびにその

配置や粘性係数が流動特性に与える影響について検討す

ることとした． 

 

4.1 解析手法 

改良杭が側方流動を抑制するという現象は，流体が杭

の周囲を流れる挙動と同様のものであり，これに大きく

影響するのはレイノルズ数である．本研究において，レ

イノルズ数は液状化地盤の粘性係数，流速および杭径ま

たは杭間隔で評価することができる．したがって，解析

精度を高めるためにはこの液状化地盤の粘性係数を適切

に評価することが重要となる．そこで，粘性係数は，液

状化層厚が他の実験ケースよりも小さいことにより，せ

ん断ひずみ速度が杭間をすり抜ける土のそれと同程度で

あった無改良の実験ケースUNの逆解析によって求める

こととした． 

液状化地盤を粘性流体としてモデル化する場合，その

流体特性は非ニュートン流体として扱われる場合もある
41)-43)．しかしながら，その特性を決めるための物性値の
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 (c) S3 シリーズ P1（Downstream side（下流）） (d) S3 シリーズ P2（Upstream side（上流）） 

 

図-3.36 杭模型に作用するせん断力，縦軸：土槽下端からの距離，横軸：水平荷重 
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設定は複雑である．そこで，本解析では簡単のため液状

化地盤をニュートン流体としてモデル化することとした．

ただし，図-4.1に示すように，模型地盤の側方流動にお

けるせん断ひずみ速度に対応した粘性係数を決定するこ

とにより，実験と解析の整合を図るようにした．解析に

は，汎用物理シミュレーションソフトウェアである

COMSOL Multiphysics44),45)を用いた．遠心模型実験のシミ

ュレーションを行うにあたり，次のような単純化したモ

デルを用いた．すなわち，土槽の側壁による摩擦の影響

や加振により生じる模型地盤の地表面の変形はモデル化

せず，流量は流入端および流出端で一定とした．加振に

伴う慣性力は平均的な流速に大きく影響を与えないと考

え，これも考慮していない．なお，解析は模型スケール

で実施した． 

 

4.2 解析条件 

(1) 無改良 

図-4.2は無改良の解析メッシュを示したものである．

3.4で述べたように，UNでは深度80 mm（実物スケール：

GL-4 m）以深の地盤にはほとんど変位が認められなかっ

たことから，解析モデルの層厚は80 mmとした．流体と底

面の境界条件は固定とし，地表面の境界条件は滑りとし

た．無改良の場合，色砂は下流側へ平行に移動していた

ため，流体と側壁の境界条件は自由とした．流動力とし

て遠心加速度50 gの1/10に相当する単位体積辺り5 gの体

積力を与えた．これは地表面勾配が1/10であることに対応

している．なお，初期の流速はゼロとした．解析は粘性

係数を200，500および1250 Pa･s（実物スケール：10，25

および63 kPa･s）と種々変えて行った． 

(2) 対策有り 

図-4.3に，杭間隔2Dの流動閉塞杭のメッシュを示す．

解析モデルの層厚は，模型地盤の液状化層中央位置の層

厚に合わせて260 mmとした．流体と杭表面の境界条件は

自由とし，他の境界条件ならびに体積力は無改良のそれ

と同一である． 

 

4.3 解析結果 

(1) 無改良 

図-4.4に地表面での流速の時刻歴を，図-4.5に模型地

盤が液状化して流速が最大となった時点における流速の

深度分布をそれぞれ遠心模型実験の結果と併せて示す．

図-4.4に示した流速の観測位置は図-3.1に矢印で示す地

盤中央である．時刻歴と深度分布の両者で解析結果と実

験結果に一致が認められるのは粘性係数が500 Pa･s（実物

スケール：25 kPa･s）の結果である．よって，この値が本

遠心模型実験における液状化地盤の粘性係数であると考
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図-4.3 解析メッシュ（改良杭あり） 
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図-4.2 解析メッシュ（無改良） 



- 29 - 
 

えられる．これより，後述する対策有りの解析でもこの

値を用いることとした． 

なお，図-4.4に示す時刻歴の初期の時点に着目すると，

遠心模型実験の流速と解析のそれとの一致は認められな

い．これは，遠心模型実験では地盤が液状化に至ってい

ないこと，および慣性力が作用していることによる影響

と推察される． 

(2) 対策有り 

図-4.6は，杭間隔2DにおけるGL-1.25 m（模型スケー

ル：GL-25 mm）での流速分布のコンターを示したもので

ある．流速の大きい場所と図-3.18 (c)に示した側方流動量

の大きい場所が良く整合していることがわかる．中央付

近における杭間の流速は19-28 mm/sであり，これらは無改

良の流速0.574 m/sの3.3-4.9 %の値である．GL-1.25 m（模

型スケール：GL-25 mm）での平均流速は，16および12 

mm/s（杭間隔2D），22および23 mm/s（杭間隔2.5D），そし

て59よび50 mm/s（杭間隔3D）であった．これらは表-3.4

に示した遠心模型実験の平均流速と同程度である．また，

杭配置を整列配置から流動閉塞杭にすることにより流速

が小さくなることが，解析結果からもわかる．以上のこ

とから，本解析によって遠心模型実験における側方流動

の流速とその分布を表せることが確認された． 

 

5. 側方流動抑制のメカニズムに関する考察 

 

ここでは，杭の配置形状による側方流動抑制のメカニ

ズムに関して考察する．理解を深めるため，整列配置と

流動閉塞杭に加えて，千鳥配置も検討の対象とした．な

お，解析は二次元で行い，側方は繰り返し境界，杭の直

径と杭間隔はそれぞれ15 mmおよび30 mmとし，流動力と

して単位体積あたり5 gの体積力を与えた． 

 

5.1 側方流動抑制のメカニズムと杭配置の影響 

粘性係数が500 Pa･s（実物スケール：25 kPa･s）の場合

の杭周辺の流速分布のコンターを図-5.1に示す．杭間の

流れを明示するため，図はいくつかの杭を抽出して示し

ている．図から明らかなように，杭がその周囲の流れを

阻害してエネルギー損失により流速が低下している．図

-5.2は，粘性係数を実物スケールで25 kPa･sと0.2 kPa･sと

したときの流体解析から得られた流速分布を元に作成し

た概念図である．流速の大きい領域が杭間に見られ，そ
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図-4.4 流速の時刻歴，縦軸：流速，横軸：時間，○：

模型実験 
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図-4.6 最大流速発生時の流速のコンター 
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図-4.5 最大流速発生時の流速の深度分布，縦軸：深度，

横軸：最大流速，○模型実験 
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れは粘性係数が小さいほど下流に広がっている．千鳥配

置や流動閉塞杭の場合，流速の大きい領域が下流の杭に

衝突してエネルギーを損失させるため流速が減少する．

一方，整列配置の場合，流速の大きい領域は下流の杭に

衝突せず，エネルギー損失が生じない．このような違い

が，杭配置による流動特性の差の要因と考えられる． 

 

5.2 粘性係数の影響 

前項で，流速の大きい領域が下流の杭に衝突すること

で流速が減少することを示した．これは，粘性係数が小

さくなりレイノルズ数が大きくなると，流動に対して杭

の配列の影響が大きくなることを示している．液状化し

た地盤の粘性係数は，鋼球落下・引上げ，鋼管の側方牽

引，回転粘度計および模型振動台実験等により計測され

ている．これらの測定結果は大友46)によりまとめられてお

り，その値は0.3～8183Pa･sの間に分布している．そこで，

粘性係数を1-10000 Pa･s（実物スケール：0.05-500 kPa･s）

に変えた流体解析を実施した．他の解析条件は前述した

ものと同一である． 

 図-5.3は粘性係数と平均流速の関係を示したものであ

る．平均流速は粘性係数が小さくなるのに伴い増加して

いる．また，千鳥配置と流動閉塞杭の平均流速が整列配

置のそれよりも小さいことがわかる．図-5.4に粘性係数

と平均流速比の関係を示す．平均流速比は，図-5.3で示

した千鳥配置と流動閉塞杭の平均流速を整列配置のそれ

で除して求めた．千鳥配置と流動閉塞杭は粘性係数が小

 
(a) 25 kPa･s（実物スケール） 

 
(b) 0.2 kPa･s（実物スケール） 

 

図-5.2 杭周辺の流速分布に関する概念図 
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図-5.1 最大流速発生時の流速のコンター 
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図-5.3 平均流速と粘性係数の関係，縦軸：平均流速，

横軸：粘性係数，実線：流動閉塞杭，破線：千鳥配置，
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図-5.4 流速比と粘性係数の関係，縦軸：流速比，横軸：

粘性係数，実線：流速比（流動閉塞杭/整列配置），破線：

流速比（千鳥配置/整列配置） 
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さいほど整列配置よりも効果的であることがわかる．し

かしながら，平均流速比が大きく減少するのは粘性係数

が0.3 kPa･s（実物スケール）程度であり，このときの流速

は0.9-1.0 m/sであった．実際の側方流動を考慮するとこの

流速は大きく，現実的な値とは言いがたい．したがって，

実際の液状化地盤の粘性係数の範囲においては，平均流

速比は約0.9と考えられる．すなわち，実際の側方流動に

対して，流動閉塞杭の側方流動抑制効果は整列配置より

も約10 %高いと言える． 

 

6. 施工性確認のための現地試験 

 

6.1 試験概要 

流動閉塞杭の施工に際しては，最初に表層改良を行っ

た後，改良地盤上から杭式深層混合処理によりセメント

系固化材スラリーと原位置土を攪拌混合して改良杭の構

築を行う．このように表層地盤改良と改良杭を組み合わ

せて一つの構造とした例はこれまでにあまり報告されて

おらず，施工性や結合部の品質に関して不明な点も多い． 

そこで，表層改良地盤上からの杭式深層混合処理の施

工性や，改良杭施工時の表層改良地盤の硬化状態による

杭頭結合部の性能の違いについて確認し，さらに杭頭結

合部の固定条件を考慮した設計法へ反映させることを目

的として，実施工で想定している流動閉塞杭の施工性確

認のための現地試験を実施した． 

試験は，図-6.1に示すように5 m×深さ2 mの模擬地盤

中に，厚さ0.6 mの表層改良を表-6.1に示す3ケースで施工

し，その後，深層混合処理機を用いて杭径6 m×深さ2 m

の改良杭の施工を行った．養生期間経過後に改良杭周辺

を掘削して一体となった表層改良と改良杭を取り出し，

出来形を目視により確認するほか，品質確認試験を実施

した．併せて，表-6.1の3ケースに準じた施工方法で，水

平載荷試験用の試験体を作製し，養生期間経過後に水平

載荷試験を実施した． 

 

6.2 事前配合試験 

(1)試験方法 

施工性確認のための現地試験の表層改良および改良杭

の設計強度はともに1000 kN/m2とした．対象地盤にセメン

トスラリーを添加して現場強度（28）が1000 kN/m2とな

る配合を決定し，さらに遅延剤添加による初期の硬化遅

延性について確認するために事前に室内配合試験を実施

した．施工性確認のための現地試験に使用した材料を表

-6.2に，模擬地盤材料用の山砂の粒度分布および締固め

特性を図-6.2，図-6.3にそれぞれ示す． 

対象とする模擬地盤材料の性状から（現場／室内）強

度比を0.66とし，室内配合試験における28日材齢での一軸

圧縮強度は1500 kN/m2を目標とした．改良土の性状は，改

良杭についてはスラリー攪拌式深層混合処理工法を想定

φ0.6m 

0.6m

5m

5m

0.9m

0.5m

2m

5m

1.2m

1.2m

CASE2 

CASE1 

CASE3 

 
 

図-6.1 施工性確認試験の試験体配置図 

表-6.2 使用材料 

 

種類 材料名 備考 

地盤材料 山砂  
稲敷郡三浦村産,wn=17.2%

細粒分まじり砂(SF) 

固化材 高炉セメント B 種 太平洋セメント(株)製 

混和剤

ジオリター 
(ソイルセメント

用遅延剤) 

主成分:オキシカルボン酸塩

(株)フローリック製 

表-6.1 施工性確認試験 試験ケース 

 
試験 

ケース 
概要 施工方法 

CASE1 
表層改良部

硬化後に改

良杭を施工 

表層改良施工後に所定期間（28 日）

養生を行い，強度 1000kN/m2 発現後

に改良杭の施工を実施する． 

CASE2 
表層改良部

硬化前に改

良杭を造成 

表層改良施工時に遅延剤を添加して

硬化を遅らせたうえで，2 日後に改良

杭の施工を実施する． 

CASE3 
表 層 改 良 と

改良杭を同

時に施工 

表層改良を実施した後，概ね 4 時間

以内に改良杭の施工を実施して，表

層改良と改良杭の一体化を図る．  
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した性状とした．また，表層改良部の改良土の性状につ

いても，試験体としての均一性を確保するために流動性

を有する安定化処理土とし，両者とも練混ぜ時の性状を

確認するためにテーブルフロー試験を実施した． 

材齢毎の圧縮強度測定用の供試体は50 mm×高さ100 

mmとし，「安定処理土の締固めをしない供試体作製方法

(JGS：0821)」に準じて作製した．さらに，表層改良を対

象とした遅延剤の添加量による遅延効果について確認す

るため，練混ぜ直後からの改良土の貫入抵抗値の経時変

化を1時間おきに測定した．表-6.3に配合ケース，表-6.4

に試験項目と試験方法の一覧を示す． 

(2)試験結果 

各配合における練混ぜ時のテーブルフロー試験結果，

材齢28日での一軸圧縮試験結果をそれぞれ図-6.4，図

-6.5に示す．また各配合の材齢と一軸圧縮強度の関係を

図-6.6～図-6.8に示す．杭式深層混合処理では改良杭の

品質確保および施工性の確保を目的として，攪拌混合直

後の流動性の目安をテーブルフロー値で150 mm±20 mm

とした．また，表層改良地盤では，施工性や改良地盤の

均質性，さらに施工後の表面の平坦性を確保するために

流動性をやや高くし，テーブルフロー値の目安を180 mm 

mm±20 mmとした．図-6.4，図-6.5に示した試験結果から，  
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図-6.2 模擬地盤材料の粒径加積曲線，縦軸：通過質量

百分率，横軸：粒径 
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図-6.3 模擬地盤材料の締固め特性，縦軸：乾燥密度，

横軸：含水比，最大乾燥密度：1703 kg/m3，最適含水比：

17.2 %） 

表-6.3 配合ケース 

 

ケース
No.

C 
(kg/m3)

W/C 
(%) 

遅延剤 
備考

種類 (C×%)

① 100 120 － － 

圧縮強

度測定

② 100 150 － － 
③ 100 180 － － 
④ 130 120 － － 
⑤ 130 150 － － 
⑥ 130 180 － － 
⑦ 160 120 － － 
⑧ 160 150 － － 
⑨ 160 180 － － 
⑩ 100 120 ジオリター20 2 
⑪ 100 120 ジオリター20 4 
⑫ 100 120 ジオリター10 4 
⑭ 100 120 ジオリター10 6 
⑮ 130 120 ジオリター20 2 
⑯ 130 120 ジオリター20 4 
⑰ 130 120 ジオリター10 4 
⑱ 130 120 ジオリター10 6 
⑲ 160 180 ジオリター10 4 
⑳ 160 180 ジオリター10 6 
㉑ 160 180 ジオリター10 8 
㉒ 160 180 － － 

コンク

リート

の凝結

時間測

定 

㉓ 160 180 ジオリター10 4 
㉔ 160 180 ジオリター10 6 
㉕ 160 180 ジオリター10 8 
㉖ 160 200 － － 
㉗ 160 200 ジオリター10 4 
㉘ 160 200 ジオリター10 6 
㉙ 160 200 ジオリター10 8 

表-6.4 試験項目 

 
試験項目 試験方法 試験時期 

流動性
テーブルフロー 

(JIS R 5201) 
練混ぜ直後 

硬化時間
コンクリートの 
凝結時間試験方法 

(JIS A 1147) 
練混ぜ後 3 日間

圧縮強度
土の一軸圧縮試験試験 

(JIS A 1216) 
材齢 3,7,28 日



- 33 - 
 

100 120 140 160 180 200
100

120

140

160

180

200

220

C=100kg/m
3

C=130kg/m
3

C=160kg/m
3

W/C (%)

Fl
ow

 (
m

m
)

 
 

図-6.4 テーブルフロー試験結果，縦軸：テーブルフロ

ー値，横軸：水セメント比 
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図-6.5 材齢 28 日の一軸圧縮強さ，縦軸：一軸圧縮強さ，

横軸：セメント配合量 
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図-6.6 材齢と一軸圧縮強さ（W/C=120 %），縦軸：一軸

圧縮強さ，横軸：材齢 
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図-6.7 材齢と一軸圧縮強さ（W/C=150 %），縦軸：一軸

圧縮強さ，横軸：材齢 
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図-6.8 材齢と一軸圧縮強さ（W/C=180 %），縦軸：一軸

圧縮強さ，横軸：材齢 
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図-6.9 貫入抵抗値の経時変化（C=160 kg/m3，

W/C=180 %），縦軸：貫入抵抗値，横軸：材齢 
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上記のテーブルフロー管理値を満たした上で材齢28日の

圧縮強度が1500 kN/m2以上となる配合を決定し，改良杭の

固化材スラリーについては，固化材添加量を110 kg/m3，

水セメント比W/Cを120 %とした．また，表層改良部の固

化材スラリーは，固化材添加量を140 kg/m3，水セメント

比W/Cを170 %とした． 

次に，遅延剤の種類および添加量ごとの貫入抵抗値の

経時変化を図-6.9，図-6.10に，材齢と一軸圧縮強度の関

係を図-6.11～図-6.13にそれぞれ示す．表層改良地盤に

おいて遅延剤を添加する目的は改良杭の施工時まで硬化

を遅らせることであり，そのためには1日以上の遅延効果

が認められることが望ましいが，図-6.9，図-6.10に示し

た貫入抵抗値の経時変化をみるとセメント量に対する遅

延剤添加量が4 %程度までは初期の硬化遅延性があまり

認められていない．一方，図-6.11～図-6.13に示した材

齢と一軸圧縮強度の関係をみると，遅延材の添加量を6 %

とした場合，材齢28日以降の長期の強度発現性に影響を

及ぼしていることがわかる． 

このように，遅延剤の添加量に対して強度発現性が敏

感な性状を示すことの理由として，セメント添加量が少

ないことが考えられた．すなわち，本配合では改良材の

目標強度が低くセメント添加量も少ないため，添加した

遅延剤が土粒子表面に吸着する割合が大きく，遅延剤由

来の生成化合物がセメント粒子表面に吸着して水和反応

を抑制する効果が安定しないことが考えられる． 

今回の試験では長期強度の発現性に影響を与えること

は望ましくないため遅延剤の添加量は4 %とし，代わりに 

表層改良の施工から改良杭の施工までの期間を2日と短

くすることにより，表層改良地盤硬化後に改良杭の施工
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図-6.13 材齢と一軸圧縮強さ（C=160 kg/m3，

W/C=180 %），縦軸：一軸圧縮強さ，横軸：材齢 
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図-6.10 貫入抵抗値の経時変化（C=160 kg/cm3，

W/C=200 %），縦軸：貫入抵抗値，横軸：材齢 
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図-6.11 材齢と一軸圧縮強さ（C=100 kg/cm3，

W/C=120 %），縦軸：一軸圧縮強さ，横軸：材齢 
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図-6.12 材齢と一軸圧縮強さ（C=130 kg/cm3，

W/C=120 %），縦軸：一軸圧縮強さ，横軸：材齢 
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を行うケースとの比較を行うことにした． 

また，表層改良と改良杭を同時に施工するケースにお

いても，表層改良の施工開始から改良杭の施工完了まで

数時間以上要することから，同様に遅延剤を4 %添加する

こととした．表-6.5に決定したそれぞれの配合を示す． 

 

6.3 施工性確認のための現地試験 

(1) 施工方法 

a) 模擬地盤 

施工性確認のための現地試験の模擬地盤は，5 m×高さ

2 mの鋼製型枠を用いて地上で作製した．使用した地盤材

料の自然含水比は約20 %で，最適含水比である17.2 %より

やや高かったが，特に含水比調整は行わずに自然含水比

の状態で使用した．先ず，型枠内部に底部から層厚0.2m

ずつランマおよびプレートコンパクタを用いて締固め，

層ごとに「コアカッターによる土の密度試験(JGS:1613)」

を行って，締固め度が概ね95 %となるよう，全部で7層に

分けて高さ1.4 mまで模擬地盤を作製した．模擬地盤の作

製状況を図-6.14，図-6.15に示す． 

b) 表層改良地盤 

鋼製型枠の周囲に採石で重機用足場を造成した後，型

枠内の上部0.6 mの箇所を図-6.1に示す三区画に分けて，

それぞれCASE1～CASE3の施工エリアとした． 

表層改良地盤の材料は，図-6.16に示した鋼製箱（ベッ

セル）に計量した模擬地盤材料と固化材スラリー，さら

に，改良杭と表層改良地盤の界面を確認するためのコン

クリート着色用顔料を投入し，バックホウを用いて練混

ぜを行って作製した． 

均一に練混ぜた材料を型枠内へ投入し，コンクリート

バイブレーターを用いて振動締固めを行って全体が均一

になるようにし，表面を均して厚さ0.6 mの表層改良地盤

を作製した．表層改良の施工状況を図-6.17に示す．表層

改良地盤は各ケースで養生日数が異なるため，改良杭を

施工する日に合わせてそれぞれ異なる日に作製した．各

ケースの配合および改良杭施工時の養生日数を表-6.6に

示す． 

表-6.5 表層改良および改良杭の材料，配合 

 
項目 表層改良 改良杭 

地盤材料 
稲敷郡三浦村産山砂（細粒分まじり砂

(SF)） 

設計基準強度 1000 kN/m2(室内目標強度 2000 kN/m2）

固化材の種類 高炉セメント B 種 太平洋セメント(株)製

固化剤添加量 140 kg/m3 110 kg/m3 

水・固化材比 W/C=170 % W/C=120 %

遅延剤種類 
ジオリター10 

(株)フローリック製 
－ 

遅延剤配合 
CASE1:遅延剤無し 

CASE2,3:5.6 kg/m3(C×4%) 
－ 

 

 
 

図-6.14 模擬地盤作製状況（型枠組立） 

 

 
 

図-6.15 模擬地盤作製状況（地盤作製） 

 

 
 

図-6.16 模擬地盤材料，固化材スラリーおよび顔料の練

混ぜ状況 
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c) 改良杭 

表層改良地盤の作製から所定の養生日数経過後に，深

層混合処理機を用いて杭径600 mmの改良杭計8本の施工

を行った．施工に使用した主要機械の仕様一覧を表-6.7

に示す．また，深層混合処理機全体および攪拌ヘッドの

写真を図-6.18，図-6.19に示す． 

改良杭の施工では，最初に所定の杭芯に攪拌ヘッドの

中心を合致させ，攪拌ロッドの垂直性を保ちながら掘削

を行う．掘削速度は0.5 m/minとし，速度に合わせて所定

の配合となるよう，全自動プラントで自動計量された固

化材スラリーを攪拌ヘッド先端より吐出しながら攪拌混

合を行った． 

攪拌ヘッドが所定深度に達したら，先端部の上下反復

攪拌（ダブリング）を行って着底部の混合を行った後，

再度混合攪拌を行いながら1.0 m/minの速度で引き抜き作

業を行った．施工状況を図-6.20に示す． 

杭最上部は表層地盤表面より0.3 m程度高くなるように

仕上げ，改良杭打設翌日にバックホウにて表層改良地盤

表面と同等の高さになるよう不陸整正を行って仕上げた．

不陸整正後の状況を図-6.21に示す． 

表-6.6 各ケースの配合および養生日数（表層改良） 

 

項 目 CASE1 CASE2 CASE3 

地盤材料 
稲敷郡三浦村産山砂 
（細粒分まじり砂(SF)） 

設計基準強度 1000kN/m2 

固化材の種類 
高炉セメント B 種 

太平洋セメント(株)製 

固化剤添加量 140 kg/m3 

水・固化材比 W/C=170 % 

遅延剤添加量 － 
ジオリター10 

5.6kg/m3(C×4 %) 

養生日数 26 日 2 日 同時施工
 

 
 

図-6.18 深層混合処理機 

 

 
 

図-6.19 攪拌ヘッド(600) 

表-6.7 主要機械一覧 

 

機械名 形式 数量

杭打機本体 GI-80C-HT-KⅡ 1 

攪拌ヘッド ヘッド径 600 1 

プラント 半自動プラント 1 

グラウトポンプ グラウトポンプ 1 

水槽 3 m3 1 

発電機 60 kVA 1 

バックホウ 0.45 m3 級 1 

計測機 深度計，流量計，トルク計 1  
 

図-6.17 表層改良の施工状況 
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(2) 品質確認試験方法 

表層改良地盤の作製時には，各ケースとも品質確認用

のテストピース(100 mm×200 mm)を採取し，7，28日材齢

の他，CASE1，CASE2については改良杭施工時の材齢で

強度確認のための一軸圧縮試験を実施した． 

また，改良杭施工から約2ヶ月の養生期間経過後に，鋼

製型枠を撤去し改良杭周辺の模擬地盤を掘削して表層改

良地盤と改良杭を取り出し，出来形を目視により確認し

た． 

その他，改良杭周辺のコア抜きボーリングを実施して，

改良杭の高さ方向の強度の違いや，改良杭中の表層改良

地盤塊の混入状況，改良杭と表層改良部の界面における

付着状況などを確認した．図-6.22および表-6.8に品質確

認用コアの採取位置と試験項目を示す． 

 (3) 試験結果と考察 

a) 改良杭の施工性 

表-6.9に改良杭打設時における表層改良地盤のテスト

ピースの一軸圧縮試験結果を示す．図-6.23にCASE3の硬

化した地盤での改良杭の施工状況を示すが，表層改良地

盤からの改良杭の施工性に関しては，どのケースにおい

ても施工速度の低下や表層改良地盤へのひび割れなどの

影響については特に確認されなかった． 

本試験では，600 mmの施工機械を用いて施工性確認の

ための現地試験を実施しているが，実施工においてはよ

り大口径の改良杭となる．この場合，杭径の増加に伴っ

て攪拌翼の必要トルクが増大するが，施工機械の大型化

により杭径当たりの攪拌能力はより向上する．したがっ

て，実施工においても硬化後の表層改良地盤に対する施

工性に関しては特に問題ないと言える．しかしながら，

表層改良の層厚や設計強度が大きくなるケースなど，改

良杭の施工が困難な場合には遅延剤を用いて強度発現を

遅らせることが望ましい． 

また，表層改良地盤の硬化前に改良杭の施工を行う同

時施工の条件では，施工機械を設置するための地盤の支

持力を確保する必要はあるが，改良杭の施工自体には特

に問題は確認されなかった．したがって，改良杭の施工

性に関してはどのケースにおいても良好であることが確

認できたものと考える． 

養生期間経過後に図-6.24に示すように改良杭周辺を

掘削して表層改良と改良杭を取り出した．取り出し後の

状況を図-6.25に示すが，本施工方法により，表層改良と

改良杭が一体となった良好な構造体の施工が可能である

ことが確認できた． 

b) 改良杭の性状 

改良杭の施工から72日養生後に地上より深さ2 mまで

サンプリングした改良杭のコアの状況を図-6.26に示す．

サンプリングコアを目視にて確認したところ，すべての

 
 

図-6.20 改良杭施工状況 

 

 
 

図-6.21 改良杭施工後不陸整正状況 

Columnar improvement 
（改良杭） 600mm 

Shallow mixing 
（表層改良） 

Center of Columnar 
improvement（改
良杭中央部）
L=2.0m 

Surface of Columnar 
improvement（改良
杭浅部）L=0.35m Boundary（表層

改良/改良杭境
界部）L=0.35m

Shallow mixing 
（表層改良）
L=0.35m 

 

図-6.22 改良杭周辺の品質確認用コア（00mm）採取

位置 
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杭で改良地盤塊の混入等は見られず，表層改良地盤から

施工した場合でも，硬化の有無にかかわらず均質な改良

杭の施工が行われていることが確認できた． 

次に，所定の深度でコアを採取して一軸圧縮試験を実

施した．採取コアの位置を図-6.27に示し，試験結果を図

-6.28，図-6.29に示す． 

図-6.28，図-6.29はそれぞれ，改良杭の深度方向の強

度分布および湿潤密度分布を表しているが，特に改良杭

上部の表層改良地盤中の強度や湿潤密度がかなり大きく

なっており，設計強度の4倍程度の一軸圧縮強度となって

いる箇所も見られた．また，図-6.30に示すように供試体

の一軸圧縮強度と湿潤密度には相関関係が見られ，全体

的に改良杭は上部に行くほど一軸圧縮強度と湿潤密度が

高くなる傾向が確認できた． 

これは，表層改良地盤中に改良杭の施工を行った場合

には単位地盤体積当たりの改良材添加量が多くなるため

と考えられる．特に，表層改良地盤の硬化前に改良杭の

施工を行ったCASE3では表層改良地盤より下部となる箇

所でも改良杭の強度が大きくなる傾向を示しており，改

良杭施工時にスラリー状の改良材とともに硬化前の表層

改良地盤がある程度一緒に攪拌された状態で改良杭が構

築されているものと考える．しかし，改良材添加量の割

増し率やその影響範囲を予め考慮することは困難である

ことから，特に設計には反映せず安全側の傾向として見

込むべきであると考える． 

c) 杭頭結合部の性状 

改良杭施工時の表層改良地盤の硬化状態による杭頭結

合部の性能の違いについて確認するため，改良杭と表層 

表-6.8 品質確認用コア試験項目 

 
採取位置 コア長 個数 本数 目的 品質確認 

改良杭 
中央部 

2.0 m 各ケース 2 本 6 本
改良杭の高さ方向の 

強度分布確認 
一軸圧縮試験 

改良杭 
浅部 

0.35 m 
各ケース 2 本 

2 カ所ずつ 
12 本

改良杭浅部の 
地盤塊混入状況確認

目視等 

境界部 0.35 m 
各ケース 2 本 

4 カ所ずつ 
24 本

境界部の界面の 
状態を確認 

目視等 

表層 
改良部 

0.35 m 各ケース 3 本 9 本 強度確認 一軸圧縮試験 
 

表-6.9 改良杭施工時の表層改良地盤強度 

 
  CASE1 CASE2 CASE3 

養生日数 26 日 2 日 同時施工 
圧縮強度 1,690 kN/m2 320 kN/m2 －  

 
 

図-6.23 表層改良地盤掘削状況 

 

 
 

図-6.24 改良体（表層改良，改良杭）杭取出し状況 

 

 
 

図-6.25 改良体（表層改良，改良杭）杭取出し後状況 
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 Top（上端） Bottom（下端） 

 

 

 

 

 

 
 

図-6.26 改良杭の深度方向サンプル 

 

 

 
 

図-6.27 改良杭のサンプリング深さ 
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図-6.28 改良杭の深度方向の強度分布，縦軸：深度，横

軸：一軸圧縮強さ 
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図-6.29 改良杭の深度方向の湿潤密度分布，縦軸：深度，

横軸：湿潤密度 
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図-6.30 湿潤密度と一軸圧縮強さ，縦軸：一軸圧縮強さ，

横軸：湿潤密度 
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改良境界部のコアサンプリングを実施し，採取コアおよ

びサンプリング孔内部の目視確認を行った． 

図-6.31に各ケースの境界部のサンプリング孔内部の

状況を示すが，どのケースでも境界部の外観には差はみ

られず，CASE2，CASE3のみならず，表層改良地盤が硬

化した後に改良杭を施工したCASE1の場合でも改良杭と

表層改良地盤の境界部は一体化していることが確認でき

た． 

 

6.4 水平載荷試験 

(1) 目的 

流動閉塞杭の側方流動抑制のメカニズムは，液状化地

ネルギーの損失を生じさせ，側方流動量を減少させると

いうものである．しかし，改良杭自体が流動力によって

変位すると，その分側方流動量が増加することになるた

め，改良杭自体の変位も側方流動抑制効果に影響を与え

ることになる．そのため，表層改良による改良杭の杭頭

部の回転抑制効果が重要となる． 

表層改良が改良杭の回転を拘束する際は，表層改良と

改良杭との界面には，図-6.32に示すように圧縮応力およ

び引張応力が発生する．界面が脆弱な場合には，表層改

良内で改良杭の回転変形が生じ，改良杭の杭頭部が変位

することで側方流動量が増加する可能性がある．表層改

良を模擬した遠心模型実験では，表層改良と改良杭は固

定されており，上述のような改良杭の回転変形が生じな

い条件としているが，実施工において回転変形が生じる

のであれば，定量的に把握して側方流動抑制効果に考慮

する必要がある． 

そこで，CASE1～CASE3に対応してそれぞれ作製した3

体の試験体を用いて水平載荷試験を実施し，表層改良内

での改良杭の回転変形が生じないと考えられる同時施工

のCASE3と，改良杭を後施工するCASE1およびCASE2の

回転変形性能を比較した． 

(2) 試験方法 

水平載荷試験用の試験体は，6.3の施工性確認のための

現地試験の試験体と同時に作製し，表-6.1の3ケースに準

じた施工方法で，それぞれ1体ずつ作製した．試験体の形

状を図-6.33に示す．また，試験体の作製状況を図-6.34，

図-6.35に示す． 

その後，所定の養生期間経過後に，鋼製型枠ごと試験

体の上下を逆に返し，図-6.36に示すように鋼製型枠と杭

周辺の模擬地盤を取り除いて試験体を取り出して水平載

荷試験を実施した． 

試験では表層改良部を下にして周囲を固定し，改良杭

上部から200 mmの位置に幅150 mmのベルトスリングを

取り付けて杭頭を水平方向に引っ張り，荷重および変位
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Boundary（ 表層改良/改良杭境界）

Shallow 
mixing 

（ 表層改
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Columnar 
improvement
（ 改良杭）  

 
 CASE2 Boundary（ 表層改良/改良杭境界）

Shallow 
mixing 

（ 表層改
良）

Columnar 
improvement
（ 改良杭）  

 

 
 

図-6.31 表層改良/改良杭境界部サンプリング孔 

 
 

図-6.32 表層改良/改良杭境界部での応力状態 
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の計測を行った．載荷は，ワイヤーと滑車を介したチェ

ーンブロックを用いて人力で行い，6 mm/minの一定速度

となるよう変位制御条件で実施した． 

試験方法概要および試験体計測位置を図-6.37，図

-6.38に，試験状況を図-6.39に示す． 

(3) 試験結果と考察 

図-6.40に各ケースの試験体の表層改良地盤施工時に

採取したテストピースの一軸圧縮試験結果を示す．それ

ぞれの試験体では表層改良地盤の施工時期および遅延剤

添加の有無が異なるため，杭頭結合条件以外の試験体の

強度をなるべく同一とするため，図-6.40を基に養生期間

を長めにとり，CASE1の試験体作製から100日以上経過後

に1体ずつ試験を実施した． 

図-6.41に各ケースの試験体の破壊状況を示す．また，

図-6.42に試験終了後の試験体から採取したコアの採取

位置を，表-6.10に一軸圧縮強度を示す．全てのケースで

表層改良との境で杭本体が破壊しており，施工方法によ

る破壊性状の違いは認められなかった．また，どのケー

スでも水平載荷試験後の境界部には破砕した箇所は無く，

健全な状態を維持していた． 

図-6.43に各ケースの荷重変位曲線を示す．最大水平耐

力はどのケースでも20 kN程度で，実際の改良杭の強度を

基に杭本体が曲げ破壊したものとして計算した耐力とほ

ぼ等しい値となった． 
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(a)  平面図 
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(b)  側面図 

 

図-6.33 水平載荷試験体 

 
 

図-6.34 水平載荷試験体作製（改良杭施工前） 

 

 
 

図-6.35 水平載荷試験体作製（改良杭施工） 

 

 
 

図-6.36 水平載荷試験体作製（試験体取出し） 
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図-6.37 水平載荷試験概要図 

 

Horizontal load
（水平荷重） 

C.L. Belt sling
（ベルトスリング）

Horizontal displacement 
(columnar improvment) 
（水平変位（改良杭）） 

Vertical displacement
(shallow mixing) 
（鉛直変位（表層改良））

Horizontal displacement 
(shallow mixing) 
（水平変位（表層改良））

Vertical displacement 
(basement) 
（鉛直変位（基礎部）） 

Tendon 
（テンドン）

Specimen
（試験体）

600
700

10
0 

10
0

10
0 

40
0 

4＠
17

5=
70

0 

 
 

図-6.38 水平載荷試験計測位置図 
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図-6.41 試験体破壊状況（表層改良側） 
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図-6.42 試験体コアの採取位置 

 
 

図-6.39 水平載荷試験状況 

 

 

0 20 40 60 80 100 120
0

200

400

600

800

1000

1200

1400

1600

1800

2000

CASE1

Age (day)

C
om

pr
es

si
ve

 s
tr

en
gt

h 
 

c 
(k

N
/m

2 )

average

CASE2

average

average
CASE3

Lateral load test

 

図-6.40 表層改良地盤強度，縦軸：一軸圧縮強さ，横軸：

材齢，実線：CASE1 の平均，点線：CASE2 の平均，破線：

CASE3 の平均 

表-6.10 試験体採取コアの圧縮強度(kN/m2) 

 
 CASE1 CASE2 CASE3 

AREA1 
改良杭(表層改良中)

4600 3830 4070 

AREA2 
改良杭(地盤中) 

2170 2140 3100 

AREA3 
表層改良 

2080 3040 2130 

CASE1 

Loading（載荷方向）

CASE2 

CASE3 
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杭の破壊直前における杭頭の最大変位はそれぞれ，

CASE3が約1 mm，CASE1およびCASE2が約3 mmであった．

この結果をみると，表層改良内での改良杭の回転変形は

CASE3の同時施工条件の場合が最も小さくなるが，

CASE1やCASE2のケースでも杭の最大変位は約3 mm程度

と十分に小さい． 

以上の結果より，同時施工条件の場合だけでなく，遅

延剤を用いた場合やあるいは表層改良が完全に硬化した

後に改良杭の施工を行った場合でも，杭の回転変形とそ

れに伴う側方流動量の増加はほとんど認められず，設計

においても特に考慮する必要は無いものと考える． 

 

7. まとめ 

 

本研究では，遠心模型実験により改良杭の配置形状の

違いが側方流動抑制効果に与える影響と改良杭に作用す

る流動力について検討した．また，有限要素法による流

体解析を実施し，改良杭の側方流動抑制効果のメカニズ

ム，ならびにその配置や粘性係数が流動特性に与える影

響についても考察した．そして，本工法の設計法構築を

目的に，改良杭に作用する流動力に関しても整理を行い

設計法の提案を行った．さらに，施工性確認のための現

地試験を実施し，表層改良と改良杭の一体性およびそれ

らの施工性についても検討した．その結果，得られた結

論は以下のとおりである． 

・遠心模型実験結果から，杭により側方流動量は20 %以

下に低減することを示した．その低減率は杭間隔を狭

めることおよび流動閉塞杭配置にすることによりさら

に小さくなることが明らかとなった． 

・無改良の流体解析の結果から，遠心模型実験の流速に

整合する粘性係数は25 kPa･s（実物スケール）であった．

その粘性係数を用いた対策有りの流体解析から得られ

た流速分布は，遠心模型実験における側方流動量の分

布に整合していた．これより，流体解析は遠心模型実

験における側方流動の流速とその分布を表せることを

確認した． 

・流体解析の結果から，整列配置と流動閉塞杭配置の側

方流動抑制効果の違いは，流速の大きい場所に杭を置

くかどうかであることを示した．実際の液状化地盤の

粘性係数の範囲において，流動閉塞杭配置の側方流動

抑制効果は整列配置よりも10 %高いことが確認され

た． 

・側方流動抑制対策としての改良杭について，全上載圧

の30 %の流動力が作用するものとした提案式により設

計ができる可能性が得られた． 

・同じ改良率では，流動閉塞杭配置と整列配置とで，改

良杭に作用する流動力に有意な差はなかった． 

・改良率が小さいほど，提案式の流動力に対する改良杭

に作用する荷重の比率は小さくなった． 

・改良杭に作用する流動力は，地震動の加速度振幅の影

響を大きくは受けなかった． 

・施工性確認のための現地試験の結果から，表層改良地

盤上から改良杭の施工に関して，表層改良地盤の固化

の程度によらず施工速度の低下や表層改良地盤のひび

割れ等は生じないことを確認した． 

・硬化後の表層改良地盤に対する施工性は特に問題ない

が，表層改良の層厚や設計強度が大きくなるケースな

ど，改良杭の施工が困難な場合には遅延剤を用いて強

度発現を遅らせることが望ましい． 

・改良杭は上部ほど一軸圧縮強さと湿潤密度が高くなる

傾向が見られた．これは改良杭施工時に表層改良地盤

材料が混合されることにより，単位地盤体積当たりの

改良材添加量が多くなるためと考えられた． 

・水平載荷試験の結果から，全てのケースで表層改良地

盤との境で杭本体が破壊しており，施工方法による破

壊性状の違いは認められなかった．また，どのケース

でも水平載荷試験後の境界部には破砕した箇所は無く，

健全な状態を維持していた． 

・同時施工条件の場合だけでなく，遅延剤を用いた場合

やあるいは表層改良が完全に硬化した後に改良杭の施

工を行った場合でも，杭の回転変形とそれに伴う側方

流動量の増加については設計では特に考慮する必要は

ないものと考えられた． 
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図-6.43 水平荷重－杭頭変位関係，縦軸：水平荷重，横

軸：杭頭変位 
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8. あとがき 

 

本研究では，深層混合処理による杭式の改良体と表層

改良地盤を組合せ，さらに改良杭の配置を工夫して側方

流動抑制効果を高めた流動閉塞杭に関して，遠心模型実

験と流体解析，ならびに施工性確認のための現地試験を

実施してその有効性を検証するための検討を行った． 

その結果，側方流動抑制効果のメカニズムを明確にし，

また杭に作用する流動力の算定式を提案した．提案式に

よる構造設計法の案を付録に示しておく．今後の検討に

よっては，より合理的な設計方法を提案できる可能性も

ある． 

側方流動の低減量を定量的に評価するには至っていな

いため，今後は改良率や杭の配置形状に応じた側方流動

の低減量を評価するための研究を進めていくことが重要

である． 

（2016年4月28日受付） 
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付録 流動閉塞杭配置の構造設計手法と部材の構

造細目 

 

付.1 構造の要求性能 

流動閉塞杭は深層混合処理工法による地盤改良体の杭

部材と浅層混合処理工法による地盤改良体の平板部材が

一体化した構造である．そのため，破壊形態は脆性的で

あり，一定の流動力が作用する状態において部材に部分

的な破壊が生じた場合には，連鎖的な破壊を生じる可能

性があることから，流動力に対して破壊が生じないこと

を要求性能とする． 

 

付.2 部材の構造細目 

(1) 改良強度 

改良強度に特段の制限はないが，改良強度が大きくな

ると改良体の引張強度の設計基準強度に対する比が小さ

くなる傾向があるため，大きな改良強度を設定する場合

は部材の設計において引張強度を適切に設定する必要が

ある．なお，流動閉塞杭の杭部材は地盤改良体に限定さ

れるものではなく，無筋コンクリート，鉄筋コンクリー

ト，鋼材などの別の材料を用いてもよい．そのような場

合も，強度設定を適切に行う必要がある． 

(2) 改良率 

図-3.19に示したとおり，改良杭間隔が2D以下（改良率

で20 %以上）となると流動閉塞配置の方が整列配置より

側方流動抑制効果が大きくなる．そこで，改良杭の改良

率は20 %程度以上とする．改良率を大きくすると改良杭

同士が干渉するようになるため，改良杭同士が干渉しな

い範囲で改良率を設定するものとする． 

なお，表層改良は改良率の計算には含めないものとす

る． 

　

　

設計条件の決定

流動力の評価

改良体諸元の仮定

外部安定に関する照査
　・滑動
　・転倒
　・支持力

内部安定に関する照査
　・杭体の曲げ
　・杭体のせん断
　・杭体の圧縮
　・表層改良の曲げ
　・表層改良のせん断

（必要に応じて）
全体安定に関する照査

・円弧すべり

（必要に応じて）
動的解析による
変形量の照査

改良体諸元の決定
 

 

図-付.1 流動閉塞流動閉塞杭の照査フロー 



- 48 - 
 

(3) 改良杭径 

実験結果では，改良杭径の大小により側方流動抑制効

果に大きな違いが見られなかったことから，改良杭径に

は特に制限は設けないものとする．改良杭の設計におい

ては曲げモーメントに対する照査が支配的となる場合が

多く，そのような場合は杭径を大きくする方が断面性能

的に有利であるが，地下の埋設物や施工条件によっては

杭径に制限を受ける場合もあるため，現地状況に応じて

適切に設定するものとする． 

(4) 表層改良厚 

表層改良は改良杭頭部の回転を拘束することで，改良

杭の転倒を防止し側方への変位を抑制する機能を有する．

また，全ての杭の杭頭変位が等しくなるため，各杭に作

用する荷重を平準化する機能も見込まれる．表層改良が

破壊しなければ上記の機能が発揮されると考えられるた

め，表層改良の設計においては厚さの制限は特に設けず，

以下に示す設計方法により構造が成立する厚さを設定す

ればよいものとする． 

(5) 改良杭の根入れ 

流動力に対する滑動抵抗を確保するために，改良杭の

下端を非液状化層に根入れする必要がある．したがって，

滑動に対する検討において必要根入れ長を計算すること

とするが，最小根入れ長は杭径程度とする． 

(6) 改良範囲 

流動に沿う方向の改良範囲は，改良杭4本のグループを

2グループ分配置しなければ流動を阻害する配置が成立

しない．その範囲は改良杭径の約8倍に当たることから，

流動に沿う方向の最小改良範囲は改良杭径の8倍とする． 

 

付.3 構造設計の考え方 

(1) 設計手順 

流動閉塞杭の改良杭および表層改良の設計は，図-付.1

のフローにしたがって実施する． 

(2) 荷重の評価 

液状化層中の改良杭および表層改良には，全上載圧の

30 %の流動力が作用するものとする．ただし，3.6に示し

たとおり，地震波の加速度が特に大きい場合には，上記

式を上回る荷重が作用することも考えられ，このような

場合の慣性力については今後検討の余地がある． 

図-付.2に示す状態で流動化が生じた場合においては，

流動化の影響を考慮する範囲内の液状化層中に位置する

部材に，式（付.1）による単位面積当りの流動力を作用さ

せる．同式は式（4）に非液状化層の存在を加味したもの

である．流動化の影響を考慮する範囲内の非液状化層中

に位置する部材には，図-付.2に示す NLq の流動力を作

用させるが，その算出方法については別途検討が必要で

ある．なお，流動化の影響を考慮する必要のある範囲内

の土層の水平抵抗は考慮しない． 

 

    LNLNLNLLL HHxHHxq  3.0 ．(付.1) 

 

式中の各パラメータは， 

 qL ：液状化層中にある部材に作用する深さx（m）の

位置の単位面積当りの流動力（kN/m2）， 

 qNL ：非液状化層中にある部材に作用する深さx（m）

の位置の単位面積当りの流動力（kN/m2）， 

 L ：液状化層の平均単位体積重量（kN/m3）， 

 x ：地表面からの深さ（m）， 

 HNL ：非液状化層厚（m）， 

 HL ：液状化層厚（m）， 

である． 

(3) 外部安定に対する照査 

a) 滑動の検討 

流動閉塞杭の滑動に対する抵抗要素は，改良杭底面と

地盤との間のせん断抵抗および非液状化層への根入れ部

分の受働抵抗とする．流動閉塞杭の滑動に対する抵抗の

 
 

図-付.2 流動力の算定モデル 
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概念図を図-付.3に示す．滑動の検討は，奥行き1 m当り

の改良体に作用する流動力と滑動抵抗力との比較により，

式（付.2）にて行う． 

 

 

L

pu
s Q

PH
F


 ． (付.2) 

 
BpBu VAcH tan ． (付.3) 

 DDnpP pppp  ． (付.4) 

   LNLL qqQ ． (付.5) 

 

式中の各パラメータは下記の通りである． 

 Fs ：滑動に対する安全率で1.0以上とする， 

 Hu ：改良杭底面と地盤との間のせん断抵抗力

（kN/m）， 

 Pp ：改良杭の非液状化層への根入れ部の受働抵抗力

（kN/m）， 

 QL ：改良体に作用する流動力（kN/m）， 

 cBL ：着底層の粘着力（kN/m2）， 

 Ap ：奥行き1 m当りの改良杭の断面積（m2/m）， 

 

 
ppp LaA  ． (付.6) 

 

 ap ：改良率， 

 Lp ：流動方向の改良範囲の長さ（m）， 

 V ：改良杭底面に作用する鉛直力（kN/m）．ただし

浮力を差引いた値とする， 

 B ：着底層の内部摩擦角（°）， 

 pp ：深さxにおける受働土圧強度（kN/m2）， 

 

 xKp pp   ． (付.7) 

 

 Kp ：クーロン土圧による受働土圧係数， 
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． (付.8) 

 

  ：非液状化層の土のせん断抵抗角（°）， 

  ：土の単位体積重量（kN/m3）．ただし，地下水位

以下は水中重量とする， 

 x ：地表面からの深さ（m）， 

 np ：奥行き1m当りの改良杭本数（本/m）， 

 

 

po

p
pp A

L
an  ． (付.9) 

 

 Apo ：改良杭1本当りの断面積（m2）， 

 Dp ：改良杭径（m）， 

 D ：改良杭の非液状化層への根入れ長（m）， 

 qNL ：非液状化層中にある部材に作用する深さx（m）

の位置の単位面積当りの流動力（kN/m2）， 

 qL ：液状化層中にある部材に作用する深さx（m）の

位置の単位面積当りの流動力（kN/m2）， 

 

b) 転倒の検討 

流動閉塞杭の転倒の概念図を図-付.4に示す．転倒の検

討は，奥行き1 m当りの改良杭群前趾回りのモーメントの

比較により，式（付.10）にて行う． 

 

 

D

R
s M

M
F  ． (付.10) 

   dwwM R  21
． (付.11) 

 yQM LD  ． (付.12) 
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図-付.3 流動閉塞杭のすべり抵抗概念図 
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図-付.4 流動閉塞杭の転倒概念図 
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式中の各パラメータは下記の通りである． 

 Fs ：転倒に対する安全率で，1.1以上とする， 

 MR ：抵抗モーメント（kN･m/m）， 

 MD ：転倒モーメント（kN･m/m）， 

 w1 ：表層改良の重量（kN/m）， 

 

 
ji Ltw  1
． (付.13) 

 

 i ：改良体の単位体積重量（kN/m3）．ただし，地下

水位以下は水中重量とする， 

 t ：表層改良厚（m）， 

 Lj ：流動方向の目地間隔（m）， 

 w2 ：改良杭の重量（kN/m）， 

 

  DHLaw Ljpi  2
． (付.14) 

 

 ap ：改良率， 

 HL ：液状化層厚（m）， 

 D ：改良杭の非液状化層への根入れ長（m）， 

 d ：改良杭群前趾から改良杭重心までの水平距離

（m）， 

 

 
2

jL
d  ． (付.15) 

 

 QL ：改良体に作用する流動力（kN/m）， 

 y ：流動力合力の作用位置（m）， 

 

c) 支持力の検討 

流動閉塞杭の支持力検討の概念図を図-付.5に示す.支

持力の検討は，奥行き1 m当りについての，改良杭群前趾

の地盤反力度と許容鉛直支持力度との比較により，式

（付.16）にて行う．許容鉛直支持力は港湾の施設の技術

上の基準（平成19年7月）1)に示される浅い基礎の式によ

り算出する． 
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q
F d

s  ． (付.16) 
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式中の各パラメータは下記の通りである． 

 Fs ：支持力に対する安全率で，1.5以上とする， 

 qd ：水中部分の浮力を勘案した基礎支持力の設計用

値（kN/m2）， 

 

＜砂質土の場合＞ 

  

02

021 1
2

D

NDN
B

q

dg

qddgddgFRd








 



  ．(付.18) 

 

＜粘性土の場合＞ 
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 qmax ：改良杭先端の最大地盤反力度（kN/m2）， 

 R ：部分係数（=0.4）， 

 F ：改良杭の形状係数（円形＝0.6）， 

 1dg ：改良杭の底面から下の地盤の土の単位体積重量

の設計用値（水面下では，水中単位体積重量）

（kN/m3）， 

 B ：改良杭の幅（m）， 

 Nd ：支持力係数の設計用値（図-付.6）， 

 Nqd ：支持力係数の設計用値（図-付.6）， 

 2dg ：改良杭の底面から上の地盤の土の単位体積重量

の設計用値（水面下では，水中単位体積重量）

（kN/m3）， 

 Do ：改良杭の液状化層および非液状化層への根入れ

の合計（m）， 

 Nc0d ：帯状基礎に対する支持力係数の設計値， 

 n ：改良杭の形状係数（均質地盤=0.2）， 

 LF ：改良杭の長さ（m）， 

 c0d ：基礎の底面における粘性土の非排水せん断強度

の設計用値（kN/m2）， 

 ap ：改良率， 

 

Flow direction
（流動方向）

Shallow mixing（表層改良） 

Columnar
Improvement
（改良杭）

Q
L

q 

Unliquefiable layer（非液状化層）  
 

図-付.5 流動閉塞杭の支持力概念図 
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 V ：改良杭底面に作用する鉛直力（kN/m）．ただし

浮力を差引いた値とする， 

 

 
21 wwV  ． (付.20) 

 

 w1 ：表層改良の重量（浮力を差引いた値）（kN/m）， 

 w2 ：改良杭の重量（浮力を差引いた値）（kN/m）， 

 Lp ：流動方向の改良範囲の長さ（m）， 

 MD ：転倒モーメント（kN･m/m）， 

 Z ：最前列杭位置における改良範囲の断面係数

（m3/m）， 
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 I ：改良範囲の断面2次モーメント（m4/m）， 

 

 
12

3
pL

I  ． (付.22) 

 

 s ：改良杭の間隔（m）， 

 
p

po

a

A
s  ． (付.23) 

 

 Apo ：改良杭1本当りの断面積（m2）， 

 

(4) 内部安定に関する照査 

a) 杭体の曲げの照査 

改良杭頂部は表層改良と一体化され，基部は非液状化

層に根入れされる．そこで，杭体の曲げモーメント算定

時の固定条件は，頂部は表層改良下端で回転固定された

ローラー，基部は非液状化層上端でピン固定と考えるも

のとする（図-付.7）.曲げモーメントに対する照査は，発

生する最大曲げ引張応力度と許容引張応力度の比較によ

り，式（付.24）にて行う．改良体の引張強度は，港湾の

施設の技術上の基準（平成19年7月）1)に準じて圧縮強度

の15％と設定した．なお，本工法の改良体の対象土層は

砂質土層のため，引張強度200 kN/m2以下の制限は設けな

いこととした． 

 

 ta  ． (付.24) 

 
N

pZ

M   max ． (付.25) 

 cdtta ff 15.0 ． (付.26) 

 

式中の各パラメータは下記の通りである． 

 σ ：曲げ引張応力度（kN/m2）， 

 σta ：許容引張応力度（kN/m2）， 

 Mmax ：改良杭1本当りの最大曲げモーメント（kN･m）， 

 Zp ：改良杭の断面係数（m3）， 
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図-付.6 支持力係数 Nγk および Nqk とせん断抵抗角k の

関係，縦軸：支持力係数の特性値，横軸：せん断抵抗角

の特性値 

 
 

図-付.7 杭体の曲げの照査時の固定条件 
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 Dp ：改良杭径（m）， 

 σN ：軸力による圧縮応力度（kN/m2）， 

 

 

p
iN a

t
  ． (付.28) 

 

 i ：改良体の単位体積重量．ただし，地下水位以下

は水中重量とする（kN/m3）， 

 t ：表層改良厚（m）， 

 ap ：改良率， 

 ft ：改良体の設計引張強度（kN/m2）， 

 fcd ：改良体の設計圧縮強度の設計用値（kN/m2）， 

 

 
uckqucucdcd qqf   ． (付.29) 

 

 qucd ：設計基準強度の設計用値（kN/m2）， 

 quc ：設計基準強度の部分係数（=0.67）， 

 quck ：設計基準強度の特性値（kN/m2）， 

 
なお，地表面に非液状化層がなく，表層改良頂部から

三角形分布の流動力が作用する場合，最大曲げモーメン

トは以下の式より算出できる（図-付.8）． 
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式中の各パラメータは下記の通りである． 

 p1 ：表層改良下面における杭1本当りに作用する流動

力（kN/m）， 

 
p

L n

t
p  3.01

． (付.31) 

 p2 ：液状化層下面における杭1本当りに作用する流動

力（kN/m）， 
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L
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H
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． (付.32) 

 

 L ：液状化層の平均単位体積重量（kN/m3）， 

 HL ：液状化層厚（m）， 

 np ：奥行き1 m当りの改良杭本数（本/m）， 
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p
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L
an  ． (付.33) 

 

 Lp ：流動方向の改良範囲の長さ（m）， 

 Apo ：改良杭1本当りの断面積（m2）， 

 

b) 杭体のせん断照査 

杭体のせん断力算定時の固定条件は，曲げモーメント

と同様に，頂部は表層改良下端で回転固定されたローラ

ー，基部は非液状化層上端でピン固定と考えるものとす

る．せん断力に対する照査は，発生するせん断応力度と

許容せん断応力度の比較により，式（付.34）にて行う． 

 

 a  ． (付.34) 

 
poA

Qmax  ． (付.35) 

 
cdshda ff
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1
 ． (付.36) 

 

式中の各パラメータは下記の通りである． 

  ：せん断応力度（kN/m2）， 

 κ ：形状係数（円形=4/3）， 

 Qmax ：最大せん断力 (kN)， 

 Apo ：改良杭1本当りの断面積（m2）， 

 a ：許容せん断応力度（kN/m2）， 

 fshd ：改良体の設計せん断強度の設計用値（kN/m2）， 

 fcd ：改良体の設計圧縮強度の設計用値（kN/m2）， 

 

 
uckqucucdcd qqf   ． (付.37) 

 

 qucd ：設計基準強度の設計用値（kN/m2）， 

 
 

図-付.8 表層改良の曲げモーメント分布 
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 quc ：設計基準強度の部分係数（=0.67）， 

 quck ：設計基準強度の特性値（kN/m2）， 

 

なお，地表面に非液状化層がなく，表層改良頂部から

三角形分布の流動力が作用する場合，発生せん断力Qmax

は以下の式より算出できる． 

 

 
21max

tH
pQ L  ． (付.38) 

 

式中の各パラメータは下記の通りである． 

 p1 ：表層改良下面における改良杭1本当りに作用する

流動力（kN/m）， 

 HL ：液状化層厚（m）， 

 t ：表層改良厚（m）， 

 

c) 杭体の圧縮の照査 

杭の圧縮耐力は，支持力の照査における最大地盤反力

度と改良体の設計圧縮強度との比較により，式（付.39）

にて行う． 

 

 cdfq max ． (付.39) 

 

式中の各パラメータは下記の通りである． 

 qmax ：改良杭先端の最大地盤反力度（kN/m2）， 

 fcd ：改良体の設計圧縮強度の設計用値（kN/m2）， 

 

 
uckqucucdcd qqf   ． (付.40) 

 

 qucd ：設計基準強度の設計用値（kN/m2）， 

 quc ：設計基準強度の部分係数（=0.67）， 

 quck ：設計基準強度の特性値（kN/m2）， 

 

d) 表層改良体の曲げ照査 

表層改良体には杭体の曲げモーメントが伝達されるも

のとし，改良杭1本当りの曲げモーメントを改良杭間隔分

の幅の表層改良体で負担するものとする．表層改良の曲

げモーメント分布は図-付.9のようになり，端部で最大と

なる．曲げモーメントに対する照査は，発生する最大曲

げ引張応力度と許容引張応力度の比較より，式（付.41）

にて行う． 

 

 ta  ． (付.41) 

 
tZ

M max ． (付.42) 

 cdtta ff 15.0 ． (付.43) 

 

式中の各パラメータは下記の通りである． 

 σ ：曲げ引張応力度（kN/m2）， 

 σta ：許容引張応力度（kN/m2）， 

 Mmax ：改良杭1本当りの最大曲げモーメント（kN･m）， 

 Zt ：表層改良体の断面係数（m3）， 

 

 
6

2ts
Zt


 ． (付.44) 

 

 t ：表層改良厚（m）， 

 s ：改良杭間隔（m）， 

 

 
p

po

a

A
s  ． (付.45) 

 

 Apo ：改良杭1本当りの断面積（m2）， 

 ap ：改良率， 

 ft ：改良体の設計引張強度（kN/m2）， 

 fcd ：改良体の設計圧縮強度の設計用値（kN/m2）， 

 

 
uckqucucdcd qqf   ． (付.46) 

 

 qucd ：設計基準強度の設計用値（kN/m2）， 

 quc ：設計基準強度の部分係数（=0.67）， 

 quck ：設計基準強度の特性値（kN/m2）， 

 

 

図-付.9 表層改良の曲げモーメント分布 
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e) 表層改良体のせん断照査 

表層改良体には，改良杭からのモーメント伝達に伴い

発生するせん断力および改良杭の軸力伝達に伴うせん断

力が作用するものとし，改良杭1本当りのせん断力を改良

杭間隔分の幅の表層改良体で負担するものとする．表層

改良体のせん断照査は，発生する最大せん断応力と許容

せん断応力度の比較より，式（付.47）にて行う． 

 

 ta  ． (付.47) 

 
A

Qmax ． (付.48) 

 
cdshda ff

2

1
 ． (付.49) 

 

式中の各パラメータは下記の通りである． 

  ：せん断応力度（kN/m2）， 

 a ：許容せん断応力度（kN/m2）， 

 Qmax ：最大せん断力（kN）， 

 

 

max
max

maxmaxmaxmax

3

5

3

2

N
s

M

NsMMQ









 

． (付.50) 

 

 Mmax ：改良杭1本当りの最大曲げモーメント（kN･m）， 

 Nmax ：改良杭1本当りの最大軸力（kN）， 

 

 poAqN  maxmax ． (付.51) 

 

 qmax ：改良杭先端の最大地盤反力度（kN/m2）， 

 Apo ：改良杭1本当りの断面積（m2）， 

 A ：表層改良層の断面積（m2）， 

 

 tsA  ． (付.52) 

 

 s ：改良杭の間隔（m）， 

 

 
p

po

a

A
s  ． (付.53) 

 

 ap ：改良率， 

 t ：表層改良厚（m）， 

 fshd ：改良体の設計せん断強度の設計用値（kN/m2）， 

 fcd ：改良体の設計圧縮強の設計用値（kN/m2）， 

 

 
uckqucucdcd qqf   ． (付.54) 

 

 qucd ：設計基準強度の設計用値（kN/m2）， 

 quc ：設計基準強度の部分係数（=0.67）， 

 quck ：設計基準強度の特性値（kN/m2）， 

 

参考文献 

1) 沿岸技術研究センター：港湾の施設の技術上の基準・

同解説，2007年版 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Copyright ○C （2016）by MPAT 
All rights reserved. No part of this book must be reproduced by any means without the written 
permission of the President of MPAT 
 この資料は、海上・港湾・航空技術研究所理事長の承認を得て刊行したものである。したがって、

本報告書の全部または一部の転載、複写は海上・港湾・航空技術研究所理事長の文書による承認を

得ずしてこれを行ってはならない。 

 

港湾空港技術研究所資料 No.1326 
 
 

２０１６．９ 
 
 

編集兼発行人 国立研究開発法人海上・港湾・航空技術研究所 
 

発 行 所 港 湾 空 港 技 術 研 究 所 
               横 須 賀 市 長 瀬 ３ 丁 目 １ 番 １ 号 

                   TEL. 046(844)5040 URL. http://www.pari.go.jp/  
 

印 刷 所 株 式 会 社 シ ー ケ ン 
 


	1.資料表紙(No.1326)
	資料No.1326
	1.資料表紙(No.1326)
	1326_港空研資料
	3.資料奥付(No.1326)


